2016年9月26日～28日　
所信表明、代表質問、防衛相南スーダンへ、山崎拓インタビュー、笠井亮〃、ＡＣＳＡ、通信傍受、社説
代表質問 　改憲草案「撤回せず」…首相、野党の要求拒否
毎日新聞2016年9月27日　21時49分（最終更新　9月27日　23時05分）
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衆院本会議で質問する民進党の野田佳彦幹事長（手前）。奥は手前から安倍晋三首相、麻生太郎副総理、石原伸晃経済再生担当相、菅義偉官房長官＝国会内で２０１６年９月２７日午後１時８分、丸山博撮影
　安倍晋三首相の所信表明演説に対する各党の代表質問が２７日、衆院本会議で始まった。首相は、民進党など野党が自民党憲法改正草案の撤回を求めていることに対し「撤回しなければ議論できないとの主張は理解に苦しむ」と拒否した。天皇陛下の生前退位に関しては、政府の有識者会議による提言の前に、与野党に意見を聞く考えを示した。 
　首相は、衆参両院の憲法審査会で議論を再開するよう促したうえで、「大切なのは各党がそれぞれの考え方を示すことだ」と指摘。国防軍創設を明記するなど保守色が強い自民党草案への批判には、「自らの考えをしっかり提案したうえで議論を戦わせることで、初めて建設的な議論が可能になる」と反論した。 
　生前退位を巡って、首相は「一定の段階で与野党を交えて議論することも考えている」と表明。これについて政府関係者は２７日、「有識者会議の提言がある程度まとまった段階だ」と語った。衆参両院の正副議長らに見解を聞くことを想定している。政府は提言を踏まえて関連法案を策定する方針だ。 
　首相はまた、環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）の承認案について「熟議の後に決めるべき時には決めるのが民主主義のルールだ」と述べ、今国会での承認に改めて意欲を示した。米大統領選候補の民主党のヒラリー・クリントン、共和党のドナルド・トランプ両氏がＴＰＰ見直しに言及していることに関しては「再交渉に応じる考えはまったくない。ＴＰＰ参加各国もあり得ないとの認識で一致している」と明言した。 
　いずれも民進党の野田佳彦幹事長、大串博志政調会長の質問に答えた。【小山由宇、高本耕太】 
永田町の目 　山崎拓氏「ＹＫＫ秘録」　畏友への弔辞と著書に込めた胸中
毎日新聞2016年9月25日
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結成間もない「ＹＫＫ」トリオ。（左から）小泉純一郎、山崎拓、加藤紘一の各氏。１５年に及ぶ「ＹＫＫ時代」の幕開けである＝１９９１年撮影
26日から番外編ロングインタビュー連載 
　１９９０年代に政界に一時代を築いた「ＹＫＫ」トリオ。その一人、加藤紘一元衆院議員（９月９日死去）の葬儀が９月１５日、東京・青山葬儀所で営まれた。天の配剤だろうか、その死を悼むように朝から降り続いた涙雨は昼前にやんだ。何かを語りかけるような遺影は自民党幹事長時代の一コマだろう、早くから「プリンス」と期待されて首相に最も近いと言われた実力者「Ｋ」の雄弁ぶりを見事に切り取っていた。 
　それは突然の出来事だった。開式の刻が告げられる前、報道陣のカメラを気にするでもなく、盟友が眠る祭壇の前で男たちが握手し、言葉を短く交わした。年齢を感じさせない黒髪に、柔道で鍛えた堂々とした体躯（たいく）の「Ｙ」こと山崎拓元自民党副総裁と、現役時代と変わらぬ痩身（そうしん）ながら、すっかり白髪になった「Ｋ」こと小泉純一郎元首相である。最後のＹＫＫそろい踏みの瞬間だった。いったい何を話したのか、なんてヤボなことは聞けない。後述する山崎氏の弔辞に万感の思いが込められていたからだ。 
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加藤紘一元自民党幹事長の遺影。いずれは首相になる人だと誰もが思っていたという＝東京都港区の青山葬儀所で９月１５日、中村藍撮影
　太く、朗々とした山崎氏の声が会場内に響いた。 
　「去る９月１０日夕刻、君の訃報に接し、正直覚悟はしていたものの、ついにその日が来たかと深い哀（かな）しみに襲われました。一昨年６月、ミャンマーの旅から帰国後病床にあると聞いて何度かお見舞いに行こうと試みましたが、『面会謝絶』とのことで果たせず、焦燥の思いでした。 
　とりわけ僕はこの２年ほど前から講談社からの勧めで『ＹＫＫ秘録』の出版を思い立っておりましたので、その記述の内容について主役である君の了解を得る必要があり、その機会がなかなか得られず困却しておりました。結局もう一人の主役である小泉純一郎君をはじめ拙著の登場人物のどなたにも了解を得る礼を欠いたままの出版となってしまいました。この機会に改めてお許しを乞います。 
　僕はこの本の中で僭越（せんえつ）ながら『ＹＫＫ時代』と勝手に称しましたが、“ＹＫＫ”というネーミング自体が君の発案であり、今の政界には見られないような躍動感のある『ＹＫＫ時代』というものがあったとすれば、それはすべて君の書いた脚本を、君自身が演出したものであります。僕など脇役の一人として、ひたすら追随しただけであります。若手政治家約９０名を結集させた『グループ新世紀』の結成や、小選挙区制度の導入反対等ＹＫＫの連帯による政治行動は、時の政治にダイナミズムを与え、いやが上にも国民の政治に対する興味と関心を惹起（じゃっき）したことは間違いありません。まさに君の政治的レガシー（遺産）の一つであると思います－－」 
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加藤紘一元自民党幹事長が眠る祭壇の前で握手し、言葉を交わす山崎拓元自民党副総裁（左）と小泉純一郎元首相。「ＹＫＫ」が最後にそろい踏みした＝東京都港区の青山葬儀所で９月１５日午前、中村藍撮影
　山崎氏は弔辞の冒頭、７月に刊行した自著「ＹＫＫ秘録」に言及した。田中角栄内閣時代の７２年１２月の選挙で初当選した山崎氏は９１年、同期の加藤、小泉両氏とで「ＹＫＫ」を結成。旧田中派の流れをくむ経世会（旧竹下派）の金権支配と公共事業を巡る政官財癒着の打破を目指して行動を共にした。７６歳で政界を引退するまで、常に政界の中心にいた希少な党人派政治家だけに、苛烈な権力闘争の実態を取材したいというマスコミ関係者の申し出が後を絶たないでいた。 
　＜多分、私の生存中に、今まで明らかにされていない事実があればなるべく調べておきたいということだろう。なかでも宮澤・村山・橋本各政権成立時の意外性ある経緯や、『加藤の乱』の裏話、小泉政治の功罪等が最大の関心事のようである。これらは振り返ってみると、すべてＹＫＫがらみで進行してきたといえる＞ 
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「ＹＫＫ秘録」で裏面史を明らかにした山崎拓元自民党副総裁。苛烈な権力闘争を生き抜いた今、何を語る……＝中村藍撮影
　剛胆なイメージが強い山崎氏だが、議員になって以来ずっと備忘録を書き続けるなど、きちょうめんな一面も併せ持つ。面会相手の様子や会話などをメモし、その態度に感じられる思惑も細かく記した。かつて登場人物をすべて実名で記載したメモワール「転換期の光芒（こうぼう）　厚生政務次官日記」（りーぶる出版企画刊、８０年）で生かされた。それから３５年以上を経た本書でも同様のスタイルが採られた。＜これらのほぼ正確な事実は、同時に近現代政治史における生の資料になると考え、ここに『秘録』として公開することにした＞と山崎氏は狙いを語る。 
　おなじみの政治評論家らによるロングインタビュー連載企画「永田町の目」は今回、番外編として、山崎氏とのやりとりを通じて、畏友（いゆう）への弔辞と著書に込めた胸中を、９月２６日から計３回にわたって解き明かす。【中澤雄大／デジタル報道センター】 
永田町の目：山崎拓氏（１）ＹＫＫ対応割れた「加藤の乱」　ご紹介
永田町の目：山崎拓氏（１）ＹＫＫ対応割れた「加藤の乱」　運命の糸に操られた
2016年9月26日
自著「ＹＫＫ秘録」で、激動の１５年間を活写した山崎拓元自民党副総裁。いわゆる「加藤の乱」の内実も赤裸々に語っている＝中村藍撮影
番外編ロングインタビュー
　現代政治史を語るうえで、「激動の」と形容したくなる年がある。２１世紀を翌年に控え、「ミレニアムイヤー」と騒がれた２０００年である。前年９月の自民党総裁選で「人柄の小渕（恵三）、知性の加藤（紘一）、情熱の山崎（拓）」の３者が争い、しこりを残した。年が明けても、小渕首相は加藤、山崎両氏を冷遇し、さらに溝は深まっていく。そうしたさなか、「ガラス細工」と評された自・自・公連立政権が３月末に瓦解（がかい）、小渕氏が翌月病に倒れる。後継は、世に言う「五人組」の密室協議で森喜朗氏と決まった。「小渕の後は加藤」という流れが断たれた瞬間だった。それは、低支持率にあえぐ森首相を引きずり下ろそうと企てた「加藤の乱」の幕開けでもあった。元自民党副総裁の山崎拓氏に聞く「永田町の目」番外編の１回目は、この“政変劇”の主人公であるＹＫＫの関係性について尋ねた。【中澤雄大／デジタル報道センター】
「（加藤氏が）なぜ首相になれなかったのか不思議だね。若手の時からいずれ首相になると思われた加藤さんだからね。あれだけ優秀な政治家は珍しいので、我々みんな、いずれは首相になる人だと思っていたんだがね、今思い返してみて不思議だなと」（加藤氏の葬儀が営まれた９月１５日、東京・青山葬儀所で、小泉純一郎元首相の話）
　――山崎さんの自著「ＹＫＫ秘録」（講談社刊）では、「ＹＫＫ」が誕生するくだりが細かく描写されています。
　１９９０年の大みそかのことです。私が地元福岡の自宅で紅白歌合戦を見ていたら、加藤さんから電話がありましてね、「我々も当選回数を重ねて一応大臣にもなった。党のこと、国家のことを腹蔵なく話し合える政界の同士作りをしたい」と。我々２人の他に誰を加えるかの段になって、彼が「当選同期で同年配は小泉（純一郎）しかいないぞ」と言うので、私は「小泉はエキセントリックな男だから、話が合わないよ」と応じた。加藤さんが直接本人に聞きに行くと、小泉さんは「そうだよ、俺はエキセントリックだよ」と。「面白い男だ」というので仲間になったわけですね。首相になれるかどうかは、資質の有無はもちろんですが、最も大きなものは「運」、そして政治センスですね。我々が当選した時期（７２年１２月）は、「三角大福中時代」が始まったばかりでした。田中角栄、三木武夫、福田赳夫、大平正芳、中曽根康弘の歴代首相は、非世襲の初代政治家であり、重厚でスケールが格別に大きかったわけですね。この三角大福中時代に、加藤さんは大平内閣で官房副長官、中曽根内閣で防衛庁長官を２期務めるなどスピード出世していく。政治家のキャリアでは、私と小泉さんは２歩、３歩も遅れていたわけですね。
　――そんな加藤さんが首相になれず、小泉さんが首相に上り詰めました。山崎さんは、両者の接着剤であり、「軍師・黒田勘兵衛的な役回り」を演じていたと。
　加藤さんは明らかに抜きんでていた存在でした。僕は、彼の政治的才能と将来性を、誰よりも評価し、厚い友情に感謝していた。一方の小泉さんは政治的センスがずば抜けていました。東大法学部卒で外交官出身の加藤さんが超秀才のエリートならば、小泉さんは奇才で、柔道ざんまいの学生生活を送った私は自分を凡才だと思っていましたがね。ただ、小泉政権を支えたのは、彼の出身派閥である森派ではなく、山崎派。僕が参謀役としてついていなかったらもたなかったと思いますね、ええ。
　「ついてこなくていい。俺と拓さんだけで行く」と、加藤は谷垣（禎一）を突き放した。実は加藤の「俺と拓さん」というのは一方的な宣言で、事前に私の了解を取ったわけではなかった。しかし、あくまで友情を全うするため、私は加藤についていった＞（「ＹＫＫ秘録」より）
　「いわゆる加藤の乱については『あれは一度も止めなかった僕が悪かった。すまん』という他ありません」（加藤氏に対する山崎氏の弔辞）
本会議場に行っていれば政治史は確実に変わった
　――ＹＫＫの対応が割れた「加藤の乱」の実相にスポットが集まっています。世論の盛り上がりをバックに、野党提出の森内閣不信任決議案に賛成するか否かの対応が一番のハイライトとされていますが。
【「あなたは大将なんだから！」。森内閣不信任票を投じようとする加藤紘一氏を涙ながらにいさめる谷垣禎一氏（右）。のちに「加藤の乱」と呼ばれることになる政変劇の象徴的な一コマ＝２０００年１１月２０日、関口純撮影】
　あれは、あくまで加藤さんとの友情を全うするために付き合ったわけです。派閥の同士は「一緒に討ち死にする」と言ってくれましたが、そうもいかん。加藤さんと一緒に２度、国会議事堂に向かったが、彼が弱気になって「やっぱり戻ろう」と。３度目は加藤さんが独りで向かったが、すぐに戻ってきたわけです。一方の小泉さんは、森派会長として、ドライに「乱」を潰した。我々を踏み台にして、首相に上り詰めるきっかけをつかんだ。もしも、はないですが、あの時、本会議場に行っていれば、政治史は確実に変わっていたはずです。しかし、これは運命の糸で操られたものであって、そうなるしかなかったんじゃないかと思いますけどもね、ええ。みんなそれぞれ政治家としてやりがい、生きがいはあったと思うが、加藤さんだけは不本意な点があったと思いますね。「政界のプリンス」と言われましたからね、キングになることはできずに、やや失意の晩年であったと思います。だけども、これも運命ですね。
　――「政治は一寸先は闇」だと、あえてお書きになっている。その時その時の判断が分かれ道となって、すべてが今につながってくるということですね。
　うーん、仕方がないことだと思いますねえ。
　――山崎さんの「政治の師」のひとりである渡辺美智雄元副総理にしても、晩年の政治活動において幾つもの岐路があった。
　最期は病気になられたからね。長生きしたヤツが勝ちですよ、この世界は。
　――そもそも「秘録」を明かそうと思った経緯は？
　講談社側から持ちかけられた話に、私が応じたというのが経緯ですけど、「加藤の乱」が２年程前に再び話題となりましてね、日経新聞で連載された。それに興味を持った出版社側が「加藤の乱」を再現する本にしたいと。確かにあれは、我々ＹＫＫが初めて分かれて争ったことでした。ＹＫＫの連携はすごく長い歴史があって、あの瞬間だけを捉えると、我々がいがみあったようなイメージしか残らない。それはＹＫＫの関係としては正確じゃないので、ＹＫＫの歴史を書きましょう、となったのが真相です。
活気のシンボルは角栄　言論戦挑んだＹＫＫ
　――それから２年間かけて書かれたと？
　これは１５年間にわたって衆議院手帳に書いていましたから、それを写し取るだけでも相当時間がかかった。史実に沿って、もっと分厚い、長いものであったんですけど、読みやすいように短く、ＹＫＫ絡みのことだけ残した。それでもこの倍ぐらいあったんですけど、結局エッセンスだけになったわけです。
　――「加藤の乱」などについても、既に正しく伝わっているものもあれば、間違って伝えられているものもあるのでは。あえて今回つまびらかにすることによって、正しく残しておきたい、というお気持ちもあったのでは？
【後年の「加藤の乱」で、たもとをわかつことになる「ＹＫＫ」トリオ（左から小泉、加藤、山崎の３氏）。３人の運命が変わった瞬間である＝松田嘉徳撮影】
　三角大福中時代に続いて、その中間地点である安竹宮辺（安倍晋太郎元外相、竹下登元首相、宮沢喜一元首相、渡辺元副総理）時代に、もう既にＹＫＫ時代が始まっていたんですけどね。我々が一斉に退いた後、（２００９年に）自民党が政権を失うということもあった。さらに（「政治改革」をうたって９６年からの）衆議院で小選挙区制度の導入とあいまって、（公認権などを持つ党の方が強くなり）往年の自民党内の活力が急速にうせていって、今は見る影がない。元気のない自民党になってしまったので、往時のことを紹介して継承したいという気持ちがあったのは事実です。
　――活力ある自民党よ、よみがえれということですね。
　そういうことです。まあ、小選挙区制度が続けば難しいかもしれませんけどね。今は党本意ですけど、昔は、派閥が政党みたいなものであって、中選挙区で同じ自民党同士で互いに競いあった。政党の規制を受けずに、しのぎを削った時代が長く続いたわけです。
　それは非常に長く活況を呈していた時代でした。そのもっとも活力、活気のシンボルみたいなのが田中角栄です。今、田中角栄ブームが起こっているが、逆に我々は、その田中政治なるものを否定する立場にいて、（旧田中派の流れをくむ）「経世会」支配の打破が暗黙知であったわけです。それを旗印に結束、バネにして政治活動を行ってきたということなんです。
　一方で厳然と「田中金権支配」があって、我々はそれに反発して、政党らしく言論戦でいこうじゃないかということで、一時代を作ってきたわけです。今はそのいずれもなくなってしまった。田中政治のような活力もなければ、ＹＫＫのような言論性もなくなってしまっている。もう一度過去を振り返って、あの時はこんなに政治というのは生き生きとして面白かったんだよ、と。そういう時代をあなた方も作りなさい、ということですね。
永田町の目　山崎拓氏（２）インタビュー「日本の『専守防衛』が世界平和に貢献する」》は別項
永田町の目 　山崎拓氏（３）国防族のドンが心変わりした理由
毎日新聞2016年9月28日
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「今の自民党には、ものを言えない空気が漂っている。政策論争で活性化せよ」と語る山崎拓元自民党副総裁＝中村藍撮影
番外編ロングインタビュー 
　元自民党副総裁の山崎拓氏は近著「ＹＫＫ秘録」（講談社刊）で、日本が憲法解釈上禁じた集団的自衛権行使を可能にすべく、米側が解釈改憲を求めて着々と手を打つ姿を赤裸々に記している。さらに盟友・加藤紘一元自民党幹事長に対する弔辞で「君は『憲法９条が日本の平和を守っているんだ』と断言した。振り返ると僕に対する遺言だった」と悼んだ。それは、葬儀委員長を務めた安倍晋三首相への痛烈な皮肉ではなかったか。インタビュー連載「永田町の目」番外編の最終回は、＜自他ともに認める国防族のドン＞であった山崎氏が心変わりしてきたわけを重ねて聞く。【中澤雄大／デジタル報道センター】 


＜憲法改正は私のライフワークの一つだが、憲法改正の眼目は九条改正にあると考えてきた。自衛のための軍事力は必要という立場を明確にし、戦争放棄の一項は変えないが、二項に自衛のための実力を保持することを明記することにした。また集団的自衛権行使については、「集団的自衛権は有しているが、行使することは憲法上許されない」とする政府の解釈が長年にわたり確立されてきたことから、これを可能にするには憲法改正が必要だと主張した＞（「ＹＫＫ秘録」より） 
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米攻撃の犠牲か……死亡したヨルダン人の青年が埋葬された墓の前でうなだれる人たち＝２００３年撮影
　――２０１５年に成立し、今年３月に施行された安全保障関連法の延長線上には、安倍首相が掲げる「積極的平和主義」があります。どのように考えますか。 
　この法律の最大の問題点は、集団的自衛権の行使を認めた、という解釈改憲を是とするか、非とするか、という議論が一つあります。しかし、これには「存立危機事態」という相当大きな縛りをつけましたんでね。絶対に起こらないような条件、縛りがついたわけですけれど、それ以外にもっと重要なのは、先述した米軍を「後方支援」するということです。従来は後方支援はやらない、ということだったんですよ。 
　それを今度やる、と初めて踏み切ったわけです。これまでは「後方支援は武力行使ではない」と説明していたけれど、これは武力行使に決まっている。なぜなら正面と後方の一体ですから、連携していることになる。これを「継戦能力」（有事の際に組織的な戦闘を継続する能力）と言います。それを担保するわけですから、結局これは「戦争加担」となるわけですね。 
安保法新任務　「必ず死者が出る」 
　今は、法律が成立して１年たちましたけれども、米国では大統領選挙の真っ最中だから、実際には動いていないわけですよ。（新政権のもとで）将来的には、必ず米国の要請によって、自衛隊を海外に出さなきゃいけなくなると。それも後方支援という形で出さなければいかんという時代が来ると思うんですね。 
　そうしたら死者が出るからね。この自衛隊を作ってから（１９５４年発足。前身の警察予備隊は５０年創設）、今まで７０年近くなるんだけど、今まで一人の死者も出さず、一人も殺さずにきたのに、今度その後方支援をやれば、必ず死者を出しますからね。あるいは、外国の軍隊を殺すことになる。そうなれば、自民党は政権を失うのみならず、再び自民党が政権の座に戻ることは難しくなるだろうと思います。その危険性があるんです、今度の法律は。 
　今はいいんですよ、まだ新任務を付与していないから、安保法制に基づく新任務を付与していないんですよ。（攻撃を受けた他国軍部隊を武器を使って救出する「駆け付け警護」など新任務が可能になった）国連平和維持活動（ＰＫＯ）ですら、まだ（新任務を付与）していないんですよ。しかも米国からの要請もない状態です。大統領選の最中なのでね。だから、ＩＳ（イラクやシリアで活動する過激派組織「イスラム国」）をやっつけに行くから一緒に来てくれ、という要請もないんです。幸いにして要請がないわけです。 
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イラク戦争終結後の市民による略奪が起きた。日本製トラックの残がいが散乱していた倉庫跡。今、山崎さんは「何よりも平和が尊い」と改めて感じている＝２００３年４月、竹之内満撮影
　要請が来た時に、日本がどう振る舞うかということを、よく考えなければいけない。日本の外交には国連中心主義があるんだから、国連決議なしには出せませんよと言うことと、後方支援はできないので、人道復興支援を伴わすということを、時の為政者が毅然（きぜん）と言えるかどうかです。現在は安倍政権ですけど。安倍首相が代わった後も、それをちゃんと言える人を総理大臣にしておかないと、まずいんじゃないかと思いますね。 
　――その意味では、「ＹＫＫ秘録」は、まさに憂国の書と言えますね。 
　ええ、そういうふうに考えてもらえれば助かりますけどね。 
党内活性化へ　政策論争が不可欠 
　――しかし、ともすれば、いわゆる「加藤の乱」に焦点が当たりがちですね。 
　まあ、政治は権力闘争のドラマであり、その権力闘争には必ず政策の対立というものが伴うものなんですね。そうした政策の対立が結果的に国益に資すればいいわけです。国益に資するかどうか、という点が勝負どころです。それには必ず権力闘争を伴わないと、政治のエネルギーは出てこないんですよ。 
　安倍政権のアベノミクスは、権力闘争を伴わないんですよ。要するに、日本の経済を立て直すという意味で悪いことじゃないが、（かつてのＹＫＫが党内で言論戦を挑んだように）アベノミクスに対立する経済政策というものが出てきて、そこで切磋琢磨（せっさたくま）しないといけないはずです。今のように金融中心、日銀中心の、日銀総裁による景気回復……円安・株高を誘導して、そこで見せかけの活力をつくっていくのがアベノミクスだけど、それにカウンターを入れる政策というのがないんですよ。（「どアホノミクス」と批判する同志社大大学院教授の）浜矩子さんみたいな人は一部にいるけれども、政党内の政策論争にはつながっていないです。 
　――ものを言えない空気、というのは非常に強いですか。 
　ものを言えないでしょ。特に組閣人事をやっているような時は誰も何も言わないですよ、フフフフフ。 
　――新たに自民党幹事長となった二階俊博さんとは、旧保守新党幹事長の時から、公明党幹事長だった冬柴鉄三さんとともに与党三党幹事長として盟友関係を結んでおられましたね。 
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現在の自民党に欠けている活発な党内論争を展開した、かつての「ＹＫＫ」トリオ（左から山崎拓、加藤紘一、小泉純一郎の３氏）＝１９９５年撮影
　二階さんは（官僚出身ではない）党人派ですからね。その意味では党人派らしい手腕を発揮してくださることを期待しておっていいですが、安倍政権の延命と、二階さんの政治家としての延命とがダブるとなれば、ちょっと期待はずれになってしまうと思います。 
　――まだまだ秘録がありそうですね。今後、オーラルヒストリー（口述による政治史記録）に取り組まれるお考えは？ 
　いや、それは今のところはないです。ある新聞社が聞き書きシリーズをやりたい、と言ってきたんで、ちょっと待ってくれ、と。それをやっちゃうと、もう本当にセミの抜け殻みたいになっちゃうから……まだ生身の人間だから、フフフフフ。もうしばらく活動するので昔話はこれでとりあえず、しばらく休むとします。 
　――今も衆議院手帳にメモを書かれていますか。 
　やっています。僕は、それ以外に、別に毎日、日記付けてますから。酔っ払った時も全部付けてます。全部ありますよ。もう何十年分もあるんです。 
　――あの時どうだったかということは、日記を繰れば分かるわけですね。 
　ええ、分かります。 
　――有名な「佐藤栄作日記」などが刊行されていますが、「山崎拓日記」もできそうですね。 
　そんな大した人生でもないので、一体これに何の意味があるのかな、と思って書いているけどもねえ、フフフフフ。＝おわり 
稲田氏10月下旬に訓練視察　駆け付け警護、最終判断へ

共同通信2016/9/28 02:00

　稲田朋美防衛相は、南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣予定の陸上自衛隊部隊に「駆け付け警護」などの新任務付与ができるか最終判断するため、10月下旬にも部隊が国内で実施中の訓練を視察する方針を固めた。政府関係者が27日明らかにした。稲田氏は同日の衆院本会議で、自身の南スーダン訪問にも再び意欲を示した。訓練の進捗や現地の状況を詳しく把握する狙いだ。

　視察するのは、11月中旬に11次隊として派遣予定の陸自第9師団第5普通科連隊（青森市）で、9月14日から新任務の訓練を開始している。10月23日前後の視察を軸に検討し、臨時国会の日程を見極め最終判断する。

稲田防衛相 　南スーダン訪問の意向
毎日新聞2016年9月27日　19時14分（最終更新　9月27日　19時14分）
　稲田朋美防衛相は２７日、衆院本会議の代表質問で、陸上自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している南スーダンを近く訪問する意向を明らかにした。安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務付与に向け現地情勢を確認する。稲田氏は今月中旬に同国を訪問する予定だったが、渡航前に服用したマラリア予防薬の副作用で体調を崩し、取りやめていた。 
安保法　米軍支援の新任務　日米運用にらみ協定署名

東京新聞2016年9月27日 朝刊

 　日米両政府は二十六日、自衛隊と米軍が物資を融通し合う手続きを定めた日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）の改定に署名した。自衛隊による米軍支援を拡大させる安全保障関連法の運用に向けた措置。政府は改定案を今国会に提出し、承認を得る方針だ。　（新開浩）

　日米ＡＣＳＡは、食料・弾薬などの物資提供や医療活動などの業務支援を受けた側が、等価の物品や金銭を後日返還する条件で、両国が現場で物資を融通できるようにする協定。

　安保法は、集団的自衛権の行使が可能になる「存立危機事態」や日本の平和と安全に影響を及ぼす「重要影響事態」、国連が統括しない国際的な人道支援活動などを新たに規定。新協定はこうした場合の対米支援を適用対象に加えた。安保法で解禁した弾薬の提供や、発進準備中の戦闘機への給油を自衛隊が行った際も、米側が同様のルールで決済できるようになる。

　岸田文雄外相は外務省で開いた署名式で「協定は、安保法の制定で幅が広がった日米の協力をより円滑に行い、抑止力を強化するために大変重要だ」と強調。ケネディ駐日米大使は「米軍と自衛隊の効果的な協力に不可欠だ」と述べた。

　国内法の改正を必要とする国際条約の変更には、国会の承認が必要。新協定もこうした条約に該当する。

日米、迎撃ミサイル試験へ　北朝鮮の技術向上に対処
朝日新聞デジタル谷田邦一2016年9月28日05時02分

ムスダンとブロック２Ａ
　北朝鮮の弾道ミサイル技術の向上に備え、日米両国が１０月に、共同開発中の迎撃ミサイルの海上発射試験を行うことがわかった。完成すれば、北朝鮮の特殊なミサイル発射にも対処可能だ。しかし製造に時間がかかるため、順調に進んでも、日本配備は５年後になる見通しだという。
　発射試験をするのは、自衛隊のイージス艦に配備中の迎撃ミサイル「ＳＭ３ブロック１Ａ」の改良型の「ブロック２Ａ」。ハワイ・カウアイ島から模擬ミサイルを発射し、米海軍イージス艦が洋上で撃破する。
　現在の日本の弾道ミサイル迎撃態勢は１Ａと地対空誘導弾「ＰＡＣ３」の２種類だが、１Ａの上昇限度は高度約５００キロ、ＰＡＣ３は約２０キロにとどまる。一方、２Ａは１千キロ超まで届く能力があるという。【続きあり】
内閣法制局　安保法決裁「５月０日」　適切な審査か疑問

東京新聞2016年9月27日 朝刊

　安全保障関連法を巡り、内閣法制局が昨年五月十四日の閣議決定前に内容の審査を終えて決裁した日を「五月〇日」と記載した文書を作成していたことが分かった。法制局の担当者が二十六日、民進党の会合で事実関係を認め「記載ミスで大変申し訳ない」と陳謝した。文書は既に「五月十四日」に修正したという。

　安保法は、戦後長い間、憲法解釈上認められないとしてきた集団的自衛権の行使を閣議決定による解釈変更で解禁した。憲法学者らは違憲と指摘しており、文書のずさんな記載が判明したことで、実際に適切な審査が実施されていたのか疑問視する声が高まる可能性もありそうだ。

	 富山市の吉田憲子さんが情報公開請求して入手した、決裁日が「５月０日」と記載された文書
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　法制局によると、情報公開請求を受けて文書を開示した際、安保法の審査を正式に受け付けた「受付日」は空欄のままで、決裁日は「五月〇日」にしていたという。

　富山市の吉田憲子さん（６９）が昨年九月、「法案審査の過程を知りたい」と法制局に情報公開請求して判明。吉田さんは「きちんとした事務手続きを踏んだのか疑問だ。結論ありきで推し進める現政権の姿勢が出ている」と話している。

　辻元清美衆院議員は会合で「無理に無理を重ねた法案の結果が表れているのではないか」と指摘した。

　法制局は法制面から内閣を補佐する政府機関。政府が提出する法案や政令案、条約案が憲法に違反していないかなどを審査している。安保法は昨年九月に成立、今年三月に法施行された。

南スーダンの治安悪化　７月以降「銃創兵士の割合増加」

東京新聞2016年9月27日 朝刊

 

	活動報告をする朝倉裕貴さん＝２６日午後、東京都港区で
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　自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している南スーダンで、医療支援活動に従事した武蔵野赤十字病院（東京都）の看護師朝倉裕貴（ゆうき）さん（３６）が二十六日、東京都内で帰国報告会を開き、政府軍と反政府勢力が衝突した七月以降、「（治療するのは）銃創を負った兵士の割合が多くなった」などと、悪化した現地の治安状況を語った。

　赤十字国際委員会（ＩＣＲＣ）の要請を受けた日本赤十字社が朝倉さんを三月二十六日～九月二十五日まで派遣。首都ジュバの病院を中心に外科手術のサポートなどを行った。

　朝倉さんによると、七月八日夕、突然「パンパンパン」という銃声が響いた。朝倉さんは同国西部の街からヘリコプターで搬送した患者をジュバ市内の病院で治療中。「何だ、何だ」。緊急時に使用する院内の部屋に他のスタッフと退避した。

　両派衝突後は「道がふさがれて」身動きが取れず、活動も中断。五日後に再開したが「病院に人が大量に押し寄せ、患者数が一時的に増えた。兵士の割合が多くなり、（傷は）銃創が圧倒的だった」という。それから約二カ月半たった帰国時も、手術件数を減らすなど活動の制限が続いた。

　朝倉さんは「危機的な状況だったが、（活動が中断し）医療者として何もできないことが一番のストレスだった」と振り返った。

軍事研究助成の新設枠を検討　１件数十億円に上限拡大

東京新聞2016年9月26日 朝刊
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　軍事転用可能な基礎研究の資金を助成する「安全保障技術研究推進制度」で、防衛省が一件の研究への助成額上限を、現行の十倍超の数十億円へ引き上げることを検討していることが分かった。武器や装備品に必要な技術研究開発を進める政府方針の下、現行制度ではカバーできない高額な予算が必要な研究をする大学や研究機関の取り込みを図る。　（望月衣塑子）

　この動きに、軍学共同や沖縄基地問題で発言している世界平和アピール七人委員会の委員も務める慶応大の小沼通二（みちじ）名誉教授（物理学）は「軍学共同をさらに前進させるもので、平和を追求すべき科学者のあり方をゆがめる」と懸念する。

　二〇一五年度に始まった技術研究推進制度にはこれまで百五十三件の応募があり、十九件の研究が採択された。いずれも助成の上限は三年間で一億二千万円。防衛省は来年度、この助成枠と別に、一件の研究に五年間で数十億円をつぎ込む新たな助成枠を設ける方針だ。来年度予算では制度全体で百十億円を要求し、このうち新設分として五年分の百億円を一括計上している。

　防衛省は、大きな予算が必要なレーダーなどの基礎研究に取り組む大学や研究機関の研究者からの応募を見込む。原則五年の助成期間中に得られた研究成果をさらに発展させ、再び応募することも可能で、採択されればさらに五年間の助成を受けられる。防衛装備庁は「長期契約でより高度な先端技術を防衛装備品に取り込みたい」とする。

　政府は今年一月にまとめた第五期科学技術基本計画で、安全保障の項目を初めて設け「安全保障上の諸課題に対し、必要な技術の研究開発を推進する」と明記。大学や民間の技術の防衛装備への積極的な転用を目指す。

　技術研究推進制度への応募は初年度百九件から、二年目の本年度は四十四件に減った。小沼名誉教授はその背景として「政府の軍備拡張路線に反対する研究者が増えている」と指摘。「研究者に膨大な資金を見せて巻き込もうとする政府のあざとさを感じる。軍備拡張を進める政策に日本の未来はあるのか」と話す。

　宇宙物理学者の池内了（さとる）名古屋大名誉教授も「来年度の防衛省の予算要求を見ると、防衛装備庁は中長期的な観点から軍事装備品の開発に乗り出している。助成金制度の拡充は、それに合わせ軍事装備の開発を本格的に進める体制づくりの一環だ」と批判している。

通信傍受拡大12月施行　詐欺、窃盗など9類型追加

共同通信2016/9/27 11:04

　政府は27日、取り調べの録音・録画（可視化）を義務付け、司法取引を導入する改正刑事訴訟法など一連の改正法のうち、通信傍受の対象拡大を12月1日に施行するとした政令を閣議決定した。

　現在は薬物・銃器犯罪、集団密航、組織的殺人の4類型の犯罪だけが捜査で電話やメールを傍受できる。改正法では詐欺や窃盗、殺人、放火など9類型が追加された。

　NTTなど通信事業者の立ち会いが不要になり、捜査機関の施設内で傍受することも可能になるため、弁護士や学者から「乱用の恐れがある」との批判が出ている。

　政令はほかに、検察官が被告側に証拠の一覧を交付する制度も12月1日に施行へ。

通信傍受、１２月から拡大　窃盗など９類型が新たな対象
朝日新聞デジタル2016年9月27日12時02分
　政府は２７日の閣議で、警察による通信傍受の対象となる犯罪を１２月１日から増やすことを決めた。通信傍受の拡大は、６月に公布された刑事司法改革関連法に、取り調べの録音・録画（可視化）の義務付けや司法取引などとともに盛り込まれていた。可視化と司法取引も今後順次始まる予定。
　現在の対象犯罪は薬物や銃器犯罪など４類型。今回の拡大で、組織的な詐欺や窃盗、殺人、傷害など９類型が新たに加わる。法改正で通信傍受の際に第三者の立ち会いも不要になったが、当面は立ち会いのもとで実施する。
　このほか、１２月１日から、被告側から求めがあれば、検察側が持つ証拠の一覧表を開示することも義務化される。これまでは、裁判に提出されない証拠については、被告側が把握することが難しかった。
憲法審の開催反対　「議論の必要ない」共産・笠井氏

東京新聞2016年9月25日 朝刊

 　共産党の笠井亮政策副委員長は共同通信のインタビューに応じ、衆参両院の憲法審査会の開催に反対する考えを示した。「現行憲法は世界に誇るものだ。憲法審の目的は憲法を変えることであり、議論する必要はない。憲法をないがしろにする政治こそ変えるべきだ」と述べた。

　現行憲法に関し「立派だから七十年間変える必要がなかった。時代の変化に対応できない条文はない」と主張。「貧困や格差拡大、ブラック企業の労働が問題化する中で、生存権や幸福追求権、労働者の権利を掲げた憲法の輝きは、いよいよ増している」と訴えた。

　安倍晋三首相が憲法改正に意欲を示していることには「本丸は九条改憲だ。国防軍をつくり、海外での武力行使を無制限に可能にすることだ」と指摘。「悲惨な戦争を体験した日本国民は決して望んでいない」として、野党間の協力で阻止する意向を強調した。

　大規模災害など緊急事態の際に衆院議員の任期延長を認める案については「現行憲法は参院の緊急集会で国会の機能を果たすよう定めている。欠陥でも何でもない」と問題視した。

所信表明「改憲提案は議員の責任」　首相、発議まで踏み込む

東京新聞2016年9月27日 朝刊

 　第百九十二臨時国会が二十六日召集され、安倍晋三首相が衆参両院の本会議で所信表明演説を行った。改憲について「決めるのは国民。その案を国民に提示するのは、国会議員の責任」と与野党に改憲発議に向けた議論を促した。第二次安倍政権の発足後、首相が国会で基本方針を示す所信表明、施政方針の両演説で、国民投票で賛否を問う「改憲案」の提示に踏み込んだのは初めて。
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　国会では、七月の参院選を経て自民党などの改憲勢力が衆参両院で三分の二以上の議席を占める。改憲を目指す首相はその数を背景に、参院選後、初の本格論戦の場となる今国会の冒頭で「与野党の立場を超え（両院の）憲法審査会での議論を深めていこう」と改憲議論の加速を迫った。

　首相は第二次政権以降、所信表明と施政方針の両演説では、改憲について「国民的な議論を深めよう」などと訴える程度で、具体的な手順には言及してこなかった。国会質疑や記者会見でも、聞かれれば答える受け身の姿勢が基本だった。

　首相は今回の演説では、締めくくりで改憲に触れ「決めるのは政府ではなく国民」と、承認するかどうかは国民投票にかかっていることを強調。国民への改憲案の提示、すなわち改憲の発議が「国会議員の責任」と指摘した。　（古田哲也）

　改憲原案と改憲案　衆院なら１００人以上、参院なら５０人以上の賛同を集めて、まず「改憲原案」をどちらかの院に提出する。改憲原案は両院の憲法審査会で審議され、いずれも過半数の賛成で可決され、本会議にかけられる。

　本会議では各院の全議員の３分の２以上の賛成で可決となり、国民投票にかける「改憲案」が発議される。改憲案は発議から６０～１８０日間かけて国民に周知し、国民投票で有効投票の過半数の賛成で承認となり、改憲が成立する。

「アベノミクスはやめた方が」蓮舫氏　野党、共闘を模索
朝日新聞デジタル星野典久2016年9月27日05時44分
　改憲勢力が３分の２議席を占めた参院選後、最初の本格的な国会論戦となる臨時国会。野党は、巨大与党にどう対抗するのか。

臨時国会召集日、共産党の志位和夫委員長（中央）にあいさつに訪れた民進党の蓮舫代表（右）。左は小池晃書記局長＝２６日午前１０時３３分、飯塚晋一撮影


　野党の民進、共産、社民、生活の４党は今国会で、ＴＰＰ承認と関連法案への反対などで共闘する。巨大与党に対抗するため、国会での連携を強め、来月２３日に投開票される衆院２補選や次期衆院選でも共闘を進めたい考えだ。【続きあり】
「すべての命と尊厳守ろう」障害者ら３００人行進
朝日新聞デジタル2016年9月26日20時20分

山田正人さん（３２）は大阪府東大阪市から参加した。２３歳の時の交通事故が原因で、手足に障害がある。掲げた言葉は「私たちの存在を否定しないで」。同じ作業所の仲間たちと考えた

さいたま市の上野美佐穂さん（４２）は脊髄性進行性筋萎縮症。「障害があっても普通に人生を楽しんでいる。助け合って生きる手段を持っている。自分の人生をかけてその姿を見せていく」と思いを語った

知的障害のある大曽根清美さん（４４）は、知人が書いた言葉に花や菓子の絵を添えた。「命や人のつながりがあって平和ならば、あんな事件は起こらない」という思いを込めた

脳性マヒなどの障害がある東京都の猿渡達明さん（４２）は、同じ障害のある女性との間に２人の子どもがいる。「自分も介助が必要なのに、なぜ子どもをつくるのか」という差別や偏見にさらされた実体験を追悼集会で語った

大阪からアピール行進に参加した大橋グレース愛喜恵（あきえ）さん（２８）。多発性硬化症などの難病と向き合いながら、地域で生活している

視覚障害のある東京都の上薗和隆さん（６４）は、白杖（はくじょう）を手に行進した。背中には「幸せすぎる障害者」と書かれたカードを掲げた

精神障害（統合失調症）と向き合いながらＤＰＩ日本会議の事務局で働く鷺原（さぎはら）由佳さん（３４）。視覚障害のある男性を誘導しながら、ともに歩いた

身体障害がある渡部貞美さん（６３）は福島県から参加した。「事件は差別がある社会の縮図です」。帽子には参加できない仲間がつくった花を飾った

東京都の今村登さん（５２）は胸に「ＮＯ　ＭＯＲＥ　優生思想」、背中に「あの日　殺されたのは　俺たちだ」というメッセージを掲げた。「事件を風化させず活動していきたい」
　相模原市の障害者施設で刺殺された入所者１９人の月命日にあたる２６日、障害者や支援者ら約３００人が東京都の中心街でアピール行進を行った。掲げた紙には「すべての命はみんな平等」「障害者を殺すな」といったそれぞれの思いを記入。障害の有無で分け隔てられることのない社会の実現を訴えた。
　東京都千代田区の日比谷公園から東京駅近くまで、「すべての命と尊厳を守ろう」などと声を合わせて１時間ほど行進した。実行委員会の構成団体の一つ、「ＤＰＩ日本会議」の佐藤聡事務局長（４９）は「事件の容疑者が語ったとされる『障害者はいなくなればいい』という価値観に、障害当事者がきちんと反対の意思を表明することが必要だ。障害がある人とない人がともに生きる社会をつくることが、差別や偏見をなくすことにつながる」と強調した。
　参加した菊地敏明さん（６９）は中学生の時にプールの飛び込みで頸髄（けいずい）を損傷し、手足などにまひが残る。「障害があるなしにかかわらず、誰でも自分らしい人生を生きる権利がある」と語った。
　アピール行進に先立ち国会内で開いた追悼集会では、呼びかけ人らが「いらない命は一つもない。人格や個性が尊重される活動をしていく」「障害が重くても地域で暮らせる社会になってほしい」などと訴えた。白い布で覆われたテーブルの上には、１９のロウソクと花が添えられた。
「改憲勢力３分の２」国会始動　改憲案提示に意欲　首相、所信表明

東京新聞2016年9月26日 夕刊
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　第百九十二臨時国会が二十六日召集され、安倍晋三首相は同日午後、衆参両院の本会議で所信表明演説を行う。改憲について「決めるのは政府ではなく国民」とした上で「その案を国民に提示するのは、私たち国会議員の責任」と強調し、国民投票にかけるための改憲案の取りまとめに向けた議論を進めるよう、与野党に呼び掛ける。首相が国会で基本方針を述べる所信表明、施政方針の両演説で改憲案の提示に言及するのは、第二次政権以降で初めて。　（古田哲也）

　首相は、七月の参院選で自民党などの改憲勢力が衆参両院で改憲発議に必要な三分の二以上の議席を占めたことを受け、記者会見などで、この臨時国会から改憲に向けた議論が進むことに期待感を示してきた。今国会冒頭の演説から、改憲に向けた意欲を前面に出すことになる。

　改憲案は、両院の憲法審査会で与野党が「改憲原案」を取りまとめ、審議した上で、本会議で三分の二以上の賛成で可決されることで発議され、国民投票にかけられる。

　演説では、安全保障に関し、日米同盟を「不変の原則」「希望の同盟」と表現。「世界の諸課題に共に立ち向かう」と述べる一方、成立から一年が経過した安保関連法には直接言及しない。

　沖縄県東村（ひがしそん）高江周辺で日米両政府が進める米軍北部訓練場のヘリパッド建設では、訓練場の半分に当たる四千ヘクタールを日本側に返す条件になっていることから「本土復帰後最大の返還が〇・九六ヘクタールのヘリパッドを移設することで実現可能となる」と強調。工事強行に地元の反発がある中でも「もはや先送りは許されない」と、今後も工事を進める構えをみせる。

　十二月のプーチン・ロシア大統領訪日に向け、北方領土問題や日ロ経済協力について「首脳同士のリーダーシップで交渉を前進させる」と意欲を語る。

　天皇陛下の生前退位のご意向を受けた対応は、二十三日に設置した有識者会議で「国民的な理解の下に議論を深める」と述べる。

　今国会での承認・関連法案成立を目指す環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関連し、年々増加している農林水産物の輸出について「ＴＰＰの早期発効を大きなチャンスとして、一兆円目標の早期達成を目指す」と約束。若者への投資拡大の一環として、給付型奨学金を「来年度予算編成の中で実現する」と明言する。
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◆数を背景に 強気の首相

＜解説＞　安倍晋三首相が所信表明演説で、国民投票にかける改憲案に向けて与野党に議論を求めるのは、衆参両院で改憲勢力が改憲発議に必要な三分の二以上の議席を確保した強みを生かし、改憲への流れを加速させようとする首相の強い気持ちの表れだ。

　首相は、在任中の改憲にも意欲を持っている。これまで国会の召集時に行われる所信表明演説や施政方針演説では「案」の提示という具体的な表現は使わず、国会で議論を深めることを訴える程度。改憲への意欲も、国会質疑や記者会見で聞かれれば答えるという受け身の姿勢が基本だった。

　今回の演説は、改憲を決めるのは国民と強調した上で、国民に「案」を提示するための議論を求める段階まで踏み込む。国民に示す「案」とは、首相が議論のたたき台とする自民党の「草案」よりも先に進み、与野党で改憲原案を審議した上で、国民投票にかける条文が最終的にまとまった段階を指す。

　首相の意識を変えさせたのは、七月の参院選の結果だ。改憲勢力が衆参両院で三分の二以上の議席を持つ今なら、改憲原案を可決して、改憲案の国民投票につなげることは可能。目標が改憲案の集約になるのは、ある意味で分かりやすい。

　だが、改憲に向けた議論に入る前に、改憲の是非を与野党で議論するのが本来のあるべき姿だ。首相の思いはもはや、その常識を飛び越えた、はるか先に行っている。　（古田哲也）

＜所信表明演説＞　首相が臨時国会や特別国会冒頭の本会議で当面の政治課題に関する基本姿勢を明らかにする演説。通常国会冒頭に内政、外交全般にわたり見解を表明する「施政方針演説」と区別される。衆参両院で演説し、各党の代表質問を両院合わせて２～３日行うのが慣例となっている。安倍晋三首相の第２次政権での所信表明は２０１４年９月以来、４度目。

自民党改憲推進本部長に保岡元法相
朝日新聞デジタル2016年9月27日18時24分
　自民党は２７日の総務会で、党憲法改正推進本部長に保岡興治元法相を充てる人事を了承した。衆院憲法審査会長だった保岡氏と、同推進本部長だった森英介元法相のポストを入れ替えた。
都議選前の衆院解散「十二分にある」　民進・野田幹事長
朝日新聞デジタル2016年9月27日21時02分
■野田佳彦・民進党幹事長
　このたび蓮舫代表を支える民進党の幹事長を仰せつかった。蓮（ハス）の花を支える蓮根（れんこん）役になった。総理のときは、ドジョウでした。今度は蓮根。どうも泥臭いイメージから抜け出せない。
　蓮根の穴は、外気を下の根に届けていくための通気口。党務の基本も、風通しをよくすることだ。党内の国会議員だけではなく地方議会で頑張っている皆さんや、国政をめざす人たち。民進党をお支えいただいている皆さんと意見交換し、声を吸い上げる。風通しのよい民進党をつくりたい。
　来年の都議選の前に、衆議院の解散総選挙が行われる可能性は、十分であるというよりも、十二分にあるのではないか。（民進党都議の会合で）
「年末年始に衆院解散」が首相の狙い？　広がる臆測
朝日新聞デジタル小野甲太郎、山岸一生2016年9月27日05時44分

年末年始に向けた政治日程
　臨時国会が２６日、召集された。政権は会期を短くして野党の攻勢をしのぐ一方、「安倍外交」で支持率を押し上げ、衆院解散のカードをちらつかせながら主導権を握る戦略だ。
　「安定的な政治基盤の上に、しっかり結果を出していく」。２６日、衆院本会議の所信表明演説で、安倍晋三首相は力を込めた。首相周辺は、その言葉の真意を「成立が危ぶまれるような法案は提出しないということだ」と解説する。
　臨時国会の会期は１１月末までの２カ月余り。政府・与党は成立を期す法案を最小限に絞って臨む。環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案、消費税率１０％への引き上げを２年半先送りする消費増税法改正案、さらに２０１６年度第２次補正予算案。これ以外は「基本的にすんなり成立する法案ばかり」（首相周辺）という。【続きあり】
衆院代表質問　民進・野田氏「改憲草案撤回を」　首相に要求

東京新聞2016年9月27日 夕刊

 　安倍晋三首相の所信表明演説と麻生太郎副総理兼財務相の財政演説に対する各党の代表質問が二十七日午後、衆院本会議で始まった。民進党の野田佳彦幹事長は首相が意欲を見せる改憲に関し、人権制限を盛り込んだ自民党草案を「国民の権利を軽んじ、国中心に組み立てを変える」と批判。「本気で議論する気があるなら、草案を撤回してほしい」と首相に求める。

　野田氏は、臨時国会の焦点となる環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案件を巡っては「（協定交渉で）攻めるものを攻め切れず、守るものを守り切れていない現在の協定案には反対せざるを得ない」と、民進党として反対する立場を明確にする。

　安倍政権の経済政策・アベノミクスに関し、野田氏は年金積立金の株式運用拡大や金融緩和の結果、「株式市場は官製市場と化し、ゆがみまくっている。手詰まりは明らかだ」と指摘。日銀にマイナス金利政策の中止を要請するよう政府に提案する。

　野田氏に続いて、二十七日は自民党の二階俊博幹事長、民進党の大串博志政調会長が質問する。二十八日には衆参両院、二十九日には参院で本会議が行われ、各党の党首らが質問する。
ＴＰＰ早期承認は不可欠＝安倍首相、自民改憲草案の撤回拒否－衆院代表質問
　安倍晋三首相は２７日午後、衆院本会議での各党代表質問で、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案について「米国に発効に向けた努力を続けてもらうためにも、交渉をともにけん引してきた日本がこのタイミングで国内手続きを前進させることが不可欠だ」と述べ、１１月３０日までの会期内に承認するよう訴えた。ＴＰＰ再交渉には「米国から求めがあっても応じる考えは全くない」と断言した。民進党の野田佳彦幹事長らへの答弁。
　首相は輸入米の入札をめぐる不透明な取引が疑われている問題について、「民間事業者間の問題とはいえ、コメ農家に不信感を生じさせるとの指摘もある」と認め、農林水産省による調査結果を速やかに公表して関係者の不信解消に努める考えを示した。同党の大串博志氏への答弁。
　憲法改正論議に絡み、野田氏が自民党改憲草案の撤回を迫ったのに対し、首相は「撤回しなければ議論ができないという主張は理解に苦しむ」と拒否。「特定の党の意見への批判を繰り返し、取り下げを求めるのではなく、自らの考えを示して初めて建設的な議論が可能になる」として、対案を提示するよう民進党に求めた。
　野田氏は、政府が日銀にマイナス金利政策の中止を要請すべきだと主張。首相は「金融政策の具体的な手法は日銀に委ねるべきだ。黒田東彦総裁を信頼している」と応じない考えを示した。
　天皇陛下が生前退位をにじますお気持ちを示されたことへの対応に関しては、「まずは有識者会議で静かな議論を進め、一定の段階で与野党も交えた議論を行うことも考えている」と説明した。（時事通信2016/09/27-20:14）
改憲草案ありきではない＝自民・下村氏
　自民党の下村博文幹事長代行は２７日午前の記者会見で、衆参両院の憲法審査会での議論に関し、「自民党の改憲草案ありきで議論してほしいとは考えていない。草案を国会に出して議論してもらうことは考えていない」と述べた。　
　民進党が同草案の撤回を求めていることについては、「自民党のアイデンティティーの問題で、他党に言われて撤回するようなものではない」とも語った。（時事通信2016/09/27-11:37）
安倍首相、憲法改正草案の撤回要求に応じず　衆院本会議
朝日新聞デジタル2016年9月27日15時26分
　安倍晋三首相は２７日の衆院本会議の代表質問で、質問に立った民進党の野田佳彦幹事長が自民党の憲法改正草案の撤回を求めたのに対し、「自民党草案を撤回しなければ議論できないという主張は理解に苦しむ」と述べ、撤回に応じない考えを示した。
　安倍氏は「憲法改正は最終的には国民投票によって国民が決める」と前置きしつつ、「まずは国会の憲法審査会という静かな環境において各党が真剣に議論し、国民的な議論につなげていくことが必要と考えている」と指摘。そのうえで、「大切なことは各党がそれぞれの考え方を示すことだ」と強調した。
　安倍氏はまた、野田氏の撤回要求を念頭に、「特定の党の意見への批判を繰り返し、取り下げを求めるのではなく、自らの考えをしっかりと提案したうえで議論を戦わせることで初めて建設的な議論を進めることが可能になる」と語った。
　安倍氏の答弁に先立ち、野田氏は代表質問で「本気で議論する気があるなら、まずは自民党総裁として草案を撤回して頂きたい」と要求していた。
自民の憲法改正草案、党幹部から棚上げ・慎重論相次ぐ
朝日新聞デジタル2016年9月28日00時54分
　２７日の代表質問で、その取り扱いが焦点となった自民党の憲法改正草案について、党内からも発言が相次いだ。
　下村博文幹事長代行は記者会見で、「草案ありきで憲法審査会で議論して頂きたい、という風には考えていない」と語った。民進党が撤回を求める草案を棚上げして審査会の議論を進めるべきだ、との考えを示したものだ。撤回は「党としてのアイデンティティーの問題」として否定した。
　石破茂・前地方創生相は党総務会で、「草案は野党時代に出したが、当時（議論に）参加した国会議員が少ない。各議員によく内容や経緯を説明すべきだ」と指摘した。党本部が、各都道府県連単位で憲法改正推進本部を設置するよう求めていることに関連して発言した。
衆院代表質問要旨
　衆院本会議で２７日に行われた各党代表質問の要旨は次の通り。
　【ＴＰＰ】
　野田佳彦氏（民進）　攻めるものを攻めきれず、守るものを守りきれていない現在の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）案には反対せざるを得ない。
　安倍晋三首相　米国に発効に向けた努力を続けてもらうためにも、交渉をともにけん引してきた日本がこのタイミングで国内手続きを前進させることが不可欠だ。今国会でやらなければならない。
　大串博志氏（民進）　米大統領選の民主、共和両党候補がＴＰＰに否定的だ。
　首相　ＴＰＰ協定の再交渉については、仮に米国から求めがあっても応じる考えは全くない。
　【輸入米取引】
　大串氏　国民への説明の偽装ではないか。
　首相　民間事業者間の問題とはいえ、コメ農家に不信感を生じさせるとの指摘もある。農林水産省において、事業者のヒアリング調査や価格動向の分析などを鋭意進めており、可能な限り速やかに公表したい。
　【憲法改正】
　野田氏　本気で議論する気があるなら、自民党の改憲草案は撤回してほしい。
　首相　撤回しなければ議論ができないという主張は理解に苦しむ。特定の党の意見への批判を繰り返し、取り下げを求めるのではなく、自らの考えを示して初めて建設的な議論が可能になる。
　【経済政策】
　野田氏　日銀にマイナス金利を撤回させることを政府として要請することを提案する。
　首相　金融政策の具体的な手法は日銀に委ねるべきだ。黒田東彦総裁を信頼している。
　【生前退位】
　野田氏　国会でも静かに議論を進め、立法府の責任を果たしていこうではないか。
　首相　まずは有識者会議で静かな議論を進め、一定の段階で与野党も交えた議論を行うことも考えている。
　【ＰＫＯ】
　二階俊博氏（自民）　（南スーダンの）国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊への「駆け付け警護」などの新任務付与については。
　首相　現地情勢や訓練の進捗（しんちょく）状況を慎重に見極めながら総合的に検討する。
　大串氏　紛争に巻き込まれる可能性をどう認識しているか。
　首相　紛争に巻き込まれるとの指摘は当たらない。
　【北方領土】
　二階氏　北方領土返還の道筋や日ロ平和条約締結への意気込みを伺いたい。
　首相　１２月の山口県での日ロ首脳会談では静かな雰囲気の中で率直に議論し、交渉を前進させていく。（時事通信2016/09/27-19:53）
自民の拍手「独裁国家か」＝野田民進幹事長
　民進党の野田佳彦幹事長は２７日夜、安倍晋三首相の衆院本会議での所信表明演説に自民党議員が一斉に立ち上がって拍手を送ったことについて、「完全なやらせだと思う。どこかの独裁国家ではあるまいし、強い違和感と強い不快感を覚えた」と批判した。東京都内での党の集会で語った。
　野田氏は「この政権はどんな国を目指しているのだろうか。その意味からも、もう一度風通しのいい、自由な日本をつくるために戦っていこうではないか」と訴えた。　（時事通信2016/09/27-21:03）
生前退位で与野党協議＝有識者会議の提言後
　天皇陛下が意向を示唆された生前退位に関する法整備をめぐり、与野党は政府の有識者会議が来年３月にもまとめる提言を踏まえ、各党代表者による協議を行う方向で調整に入る。安倍晋三首相らが２７日、こうした意向を明らかにした。
　首相は同日の衆院本会議の答弁で、「まずは有識者会議で静かな議論を進め、一定の段階で与野党も交えた議論を行うことも考えている」と表明。自民党の竹下亘国対委員長も記者会見で「国会は全国民の代表という位置付けだ。静かに議論しないといけない」と語った。
　政府は有識者会議を通じ、現在の天皇陛下一代に限って退位を認める特別立法とするかどうかなどを検討する。憲法は天皇の地位について「国民の総意に基づく」と定めていることから、政府は検討結果を衆参両院議長や各党代表者に速やかに報告し、意見を聴取する必要があると判断した。（時事通信2016/09/27-23:07）
「共謀罪」断念、労基法改正も見送り…臨時国会

読売新聞2016年09月26日 19時33分

　政府・与党は臨時国会で、２０１６年度第２次補正予算案、消費税率の１０％への引き上げを１９年１０月に延期するための関連法案、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の成立に注力する。

　野党が反対する「共謀罪」の構成要件を改めた組織犯罪処罰法改正案の今国会提出を断念したほか、成果に応じて賃金を決める「脱時間給」制度を創設する労働基準法改正案の審議入りを見送るなど、対決法案を極力絞り込んだ。

　安倍首相は２６日の自民党両院議員総会で、「補正予算、ＴＰＰ、税制等、重要な法案が山積している」と述べ、法案成立に全力を尽くす考えを示した。菅官房長官も同日の記者会見で「ＴＰＰの生み出す効果を一日も早く実現するため、我が国が率先して動くことで、早期発効の機運を高めていきたい」と語った。

起立・拍手、今後は自粛＝与野党
　民進党は２７日午前の衆院議院運営委員会理事会で、２６日の衆院本会議で安倍晋三首相の演説中に自民党議員が立ち上がって拍手したことについて抗議した。共産党、日本維新の会も同調した。これに対し自民党側は「申し合わせてやったことではなく自然発生的に起こった」と釈明。一時的に議事進行に影響が出たことから、与野党は今後同様のことが起こらないよう申し合わせた。　（時事通信2016/09/27-12:53）
首相演説に一斉起立・拍手、事前に「指示」飛び交う
朝日新聞デジタル田嶋慶彦2016年9月27日22時49分
　安倍晋三首相の所信表明演説中に自民党議員らが立ち上がって拍手した問題で、野党が２７日の議院運営委員会理事会で抗議した。自民は「適切ではなかった」と認め、首相に伝えることを約束。野党側には「自然発生的だった」と説明したが、議場内では「指示」が飛び交っていた。
　自民議員らが一斉に起立・拍手したのは、２６日の衆院の所信表明演説で首相が海上保安庁や警察、自衛隊をたたえたときだ。衆院の規則違反ではないが、日本では慣例でない行動で、議事進行が遅れた。大島理森衆院議長もその場で注意。佐藤勉議運委員長は記者団に「自然発生的とはいえ、決していいことではない」と述べた。
　だが、関係者によると、演説前の２６日午前、萩生田光一官房副長官が、自民の竹下亘・国会対策委員長ら幹部に、「（海上保安庁などのくだりで）演説をもり立ててほしい」と依頼。このとき、萩生田氏は起立や拍手までは求めなかった。
　午後、首相の演説が始まると、自民国対メンバーが本会議場の前の方に座る若手議員に萩生田氏の依頼を一斉に伝えた。当該のくだりで「拍手してほしい」と伝えられた若手もいれば、「立って拍手してほしい」と聞いた若手もいた。
　指示が伝わったのは前方に座る当選回数が１、２回の議員ら。このため、後方の中堅・ベテラン議員のなかには「自然発生」と受け止めた人もいた。中ほどに座る当選３回の小泉進次郎氏は記者団に言った。「あれはない。ちょっとおかしいと思いますよ。自然じゃない」。とはいえ、自身も驚いて立ち上がってしまったという。
　首相は２７日夜、東京都内で若手議員らと会食。出席者によると、起立・拍手の話題に触れて、自衛隊員らへの「敬意」の拍手だったから野党議員も座って拍手すれば良かったとの趣旨の話をした。起立・拍手をめぐっては２００９年の民主党政権時、鳩山由紀夫首相に民主議員が立ち上がって拍手した例があるが、演説の終了直後だった。（田嶋慶彦）
一斉起立「僕もつい。ちょっとおかしい」　自民・小泉氏
朝日新聞デジタル2016年9月27日18時21分

小泉進次郎氏
■小泉進次郎・自民党農林部会長
　（安倍晋三首相の所信表明演説で自民党の議員が一斉に立ち上がって拍手を送った問題について）あれはないよね。あれは私も含めて、ちょっとおかしいと思いますよ。よくアメリカとかの議会で見るのは分かるけど、自然じゃないですよね。僕もびっくりして、つい立っちゃったよ。自然がいいと思います。だけど、所信表明で農業改革に１ページ割いた。これは農業改革の意欲の表れだ。良かったんじゃないでしょうか。そこの部分は心の中でスタンディングオベーションでした。そこで立ったら僕１人だけだからね、そこは座っていました。（党本部で記者団に）
福岡補選、公認見送り伝達へ＝自民
　衆院福岡６区補選（１０月２３日投開票）をめぐり、自民党は３０日に幹部を福岡県連に派遣し、公認を希望していた２候補のいずれも公認しない方針を伝達する。党関係者が２７日明らかにした。
　同補選には、県連会長の長男で参院議員秘書の蔵内謙氏と、故鳩山邦夫元総務相の次男で前福岡県大川市長の鳩山二郎氏が出馬を予定。同党は分裂選挙となるが、当選者を追加公認する考えだ。　（時事通信2016/09/28-00:14）
日中「自制を、弱いからではなく賢いから」　福田元首相
朝日新聞デジタル2016年9月27日17時45分
■福田康夫・元首相
　今の日中関係は両国首脳の明確なコミットメントがないと前に進みにくい状態にあるのが実情だ。両国の指導者には、国民がもう少し冷静な判断ができるようにしてほしい。そのために何より、現状をこれ以上、悪化させないでほしい。相手を必要以上に刺激したり、対抗措置をとらないといけない状況を作り出したりしないことだ。お互いに自制し合うことは、弱いからそうするのではなく、賢いからそうするのだ。（東京―北京フォーラムでの基調講演）
米軍機墜落の原因究明要求、沖縄　県議会が抗議決議

共同通信2016/9/27 11:02
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米攻撃機の墜落事故に抗議し、県内での同機種の飛行中止を求める在日米軍宛ての決議を可決した沖縄県議会＝27日午前　沖縄県議会は27日、沖縄本島沖の海上で22日に米攻撃機AV8ハリアーが墜落した事故に抗議し、原因の徹底的な究明や再発防止策が講じられるまで県内で同機種の飛行中止を求める在日米軍宛ての決議を全会一致で可決した。

　決議は「米軍基地と隣り合わせの生活を余儀なくされている県民に大きな不安を与えるもので、あってはならない」と強調。沖縄県で米軍機の墜落事故が繰り返されてきた経緯を指摘し、米軍の安全管理に「強い疑問を抱かざるを得ない」と批判した。

　軍用機を使った訓練の空域や、整備・保守点検体制の見直しも求めた。

沖縄県議会が抗議決議と意見書可決…米軍機墜落

読売新聞2016年09月27日 13時07分

　米海兵隊所属のＡＶ８Ｂハリアー攻撃機が沖縄本島沖に墜落した事故を受け、沖縄県議会は２７日、在日米軍や日米両政府に対し、再発防止策が講じられるまで同型機の飛行を中止するよう求める抗議決議と意見書を全会一致で可決した。

　今後、在沖縄米国総領事館などに提出する。

　決議と意見書では、墜落事故について「米軍基地と隣り合わせの生活を余儀なくされている県民に大きな不安を与えるものであり、あってはならない」と批判。同型機の事故が過去にも起きているとして、「米軍の安全管理のあり方に強い疑問を抱かざるを得ない」と指摘している。

　その上で、事故原因の徹底的な究明や再発防止、米軍の訓練水域・空域の返還推進などを求めている。

「プルトニウム着実に利用」演説　ＩＡＥＡ総会で石原内閣府副大臣

東京新聞2016年9月27日 朝刊

 　【ウィーン＝共同】国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の年次総会が二十六日、ウィーンで始まった。日本政府が高速増殖炉「もんじゅ」の廃炉を前提にした見直しを表明する中、石原宏高内閣府副大臣は演説で、プルトニウムとウランの混合酸化物（ＭＯＸ）燃料を使用するプルサーマル発電を推進し「プルトニウムを着実に利用する」と強調した。

　もんじゅが廃炉になれば、日本の核燃料サイクル政策が揺らぎ、日本で核兵器にも使えるプルトニウムの余剰が生じるとの懸念がある。石原氏は「利用目的のないプルトニウムは持たないとの原則を堅持する」と述べ、懸念の払拭（ふっしょく）に努めた。

　石原氏はまた、北朝鮮の度重なる核実験と弾道ミサイル発射について「核不拡散体制への重大な挑戦で、断じて容認できない」と非難した。

　ＩＡＥＡは今年十月に憲章採択から六十年を迎える。天野之弥（ゆきや）事務局長は冒頭演説で、北朝鮮の核問題やイランと欧米など六カ国の核合意の検証などＩＡＥＡの課題に続けて取り組む必要があるとして、当選を目指す三期目への支持を訴えた。

　総会は五日間の日程で、北朝鮮に対する非難決議も採択される見通し。外交筋によると、今年二回目となる五回目の核実験実施を受け、例年より強い表現で北朝鮮に核放棄を迫るよう求める国が多い。日本は弾道ミサイル発射への言及も要求している。

　北朝鮮は九月九日の五回目の核実験について「核弾頭の爆発実験」と主張、国連安全保障理事会は新たな制裁決議の採択を検討している。北朝鮮は二〇〇九年に核施設からＩＡＥＡの監視要員を追放し、ＩＡＥＡは同国での検証活動ができない状態になっている。

石原氏から聞き取りへ　豊洲盛り土問題で小池知事

東京新聞2016年9月27日 夕刊

 　東京都が開設する豊洲市場（江東区）の盛り土問題で、小池百合子知事は二十七日、築地市場（中央区）からの移転を決定した当時の知事の石原慎太郎氏に聞き取り調査する意向を明らかにした。都庁内で同日午前、記者団に対し「（石原氏から）豊洲について情報提供するとの話をいただいている。ヒアリングすることになる」と語った。実施時期は調整中という。

　石原氏は二〇〇八年五月当時の記者会見で、市場の建物下にコンクリートの箱を埋める案に触れて「ずっと安くて早く終わるんじゃないかということだった」と述べ、担当局長に検討を指示したことに言及していた。

　今月二十一日には文書でコメントを発表し、「私が土壌汚染を無視して予算と完成時期だけにこだわり、強引に今回問題になっている構造にさせた事実は断じてない」と説明。今後の検証には「全面的に協力するつもりでいる」と表明していた。

　この問題では、専門家会議が〇八年七月に提言した土壌汚染対策に反し、いつ、誰が建物下に盛り土をしない決定をしたのかを巡る経緯の解明が焦点の一つになっている。都は元担当職員らの聞き取りを進めており、小池知事は今月内に調査結果をまとめるよう指示している。

築地跡地は五輪駐車場　森会長「都が決めたこと」

東京新聞2016年9月27日 朝刊

 　二〇二〇年東京五輪・パラリンピック大会組織委員会の森喜朗会長は二十六日、ＢＳ日テレの番組に出演し、大会期間中、築地市場（東京都中央区）の跡地を乗用車とバス五千台分の駐車場に使う予定だと明らかにした。豊洲市場（江東区）への移転の遅れに懸念を示し、「（ほかに収容できる場所は）東京のどこを探してもない」と述べた。

　森氏は番組で「築地市場跡地から選手村や競技場に七、八分で行ける」と利点を指摘。駐車場活用案に関して「まだあまり知られていないが、市場をどかすという計画で、東京都が決めたこと」と強調した。

　これまで、都心部と競技場の集中する臨海部を結ぶ都道「環状２号」の建設遅れに懸念を表明していたが、「道路よりも心配しているのは駐車場。環状２号は非常に大事だが、なければないで（大会は）やらざるを得ない。駐車場だけはどこでもいいというものじゃない」と言及した。

小池都知事「入札も調査」＝豊洲市場の建設費増大で
　東京都の小池百合子知事は２７日、ＮＨＫの番組に出演し、豊洲市場（江東区）の建設費が増大したことについて「入札の在り方も調査する」と述べ、入札の経緯を調べる考えを示した。市場をめぐる一連の問題で職員の意思疎通が不十分だったとして、情報共有を強化するための会議を新設することも明らかにした。
　小池知事は番組の中で「都は非常に豊かな財政であるがゆえに、お金の使い方が賢いとは言えない。入札の在り方も適切だったのか調査する」と強調した。
　豊洲市場の建設費は当初計画の３倍近い２７５２億円に増大。経緯が不透明と指摘されているが、都はこれまで「資材や人件費の高騰」を理由に挙げていた。
　また小池知事は、豊洲市場問題の検証を通じ、「安全面の確認と都のガバナンスの問題を同時に考えて、東京大改革の試金石として改善策につなげたい」と語った。情報共有の強化に向け新設する会議については「政府の閣議のようなものにしたい」と述べ、各局の幹部が定期的に集まる機会をつくる意向を示した。　（時事通信2016/09/27-23:06）
五輪会場、見直し提言へ　経費２兆円超か　都政改革本部
朝日新聞デジタル2016年9月28日03時36分

見直しが提言される五輪会場
　２０２０年東京五輪・パラリンピックをめぐり、東京都の都政改革本部（本部長・小池百合子知事）の調査チームが、一部の競技会場の整備計画について抜本的な見直しを含めた提言をすることが分かった。独自の積算で開催経費が２兆円を超す可能性も指摘する。２９日の会合で報告される。
　小池知事は、五輪開催経費について、７月の都知事選から施設整備費の高騰や総経費が不明な点などを疑問視し、見直しを明言。外部から招いた都顧問らで作る調査チームが、小池知事の意向を受けて検討に着手していた。安全性の検証などを理由に判断した築地市場（中央区）から豊洲市場（江東区）への移転延期に続き、都政の大胆な見直しに乗り出すことになる。
　関係者によると、調査チームは都が整備する主な８施設のうち、整備費が高額な水泳会場のアクアティクスセンター（６８３億円）▽ボート・カヌー会場の海の森水上競技場（４９１億円）▽バレーボール会場の有明アリーナ（４０４億円）について主に検討。現在の整備計画を建設費や大会後の利用策など複数の点で「不適切な面がある」などと指摘する。チームでは、建設を中止し、都外の別会場で開催するよう提言することも検討している。【続きあり】
安保・経済で激突＝日本防衛も争点－クリントン、トランプ両氏が討論会・米大統領選


２６日、米ニューヨーク州ヘンプステッドのホフストラ大学で行われた大統領選の第１回テレビ討論会で、議論を交わす民主党候補のヒラリー・クリントン前国務長官（右）と共和党候補のドナルド・トランプ氏（ＡＦＰ＝時事）
　【ヘンプステッド（米ニューヨーク州）時事】１１月８日投票の米大統領選に向け、民主党候補のヒラリー・クリントン前国務長官（６８）と共和党候補のドナルド・トランプ氏（７０）は２６日夜（日本時間２７日午前）、ニューヨーク州ヘンプステッドのホフストラ大学で第１回テレビ討論会に臨んだ。２候補は経済、安全保障問題などで激突、日本防衛義務をめぐっても攻防を繰り広げた。
　経済政策でクリントン氏は、最低賃金の引き上げなど「全ての人の役に立つ経済をつくる必要がある」と訴えた。過去の通商政策を「大失敗」と批判するトランプ氏は、クリントン氏に対し「（政治の世界で）３０年活動していて、なぜもっとましな合意を達成できなかったのか」と詰め寄った。
　両候補とも環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に反対だが、トランプ氏は「クリントン氏が大統領になれば、ＴＰＰに賛成するだろう」とも主張した。
　安保問題では、トランプ氏が「公平な負担を払わないなら、われわれは日本を守れない」と、米軍駐留費負担増を求める従来の主張を展開。「世界の警察官にはなれない」と唱えたのに対し、クリントン氏は「私は日本や韓国など同盟国に対し、相互防衛条約を結んでいると確認し、それを尊重すると約束したい」と明言した。
　クリントン氏は、自身が国務長官時代に私用メールを使っていた問題に関して「間違いを犯した。責任は取る」と説明。この問題で「クリントン氏は指導者失格」と訴えてきたトランプ氏は、「意図的で違法だ」と強く非難した。
　一方、クリントン氏はトランプ氏が大統領候補の慣例である確定申告書を公表していない問題を取り上げ、「何かを隠しているのでは」と批判した。トランプ氏は、クリントン氏が削除したとされるメールを公表すれば確定申告を明らかにすると切り返した。
　ＣＮＮの世論調査によると、６２％がテレビ討論会でクリントン氏勝利と回答。トランプ氏が勝ったと答えた人は２７％だった。
　大統領候補による討論会は、第２回が１０月９日にミズーリ州で、第３回が同１９日にネバダ州で行われる。同４日には副大統領候補による討論会も予定されている。（時事通信2016/09/27-13:12）
米大統領選ＴＶ討論会　２候補が初の直接対決　経済、安保で応酬

東京新聞2016年9月27日 夕刊
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　【ヘンプステッド＝石川智規】米大統領選の第一回候補者討論会（テレビ討論会）は二十六日夜（日本時間二十七日午前）、ニューヨーク州ヘンプステッドのホフストラ大学で開かれた。民主党のヒラリー・クリントン氏（６８）と共和党のドナルド・トランプ氏（７０）が初めて直接対決し、経済や安全保障政策をはじめ「大統領の資質」をめぐっても互いに批判の応酬を繰り広げた。

　賃金格差が広がる米国の現状を問われ、最初に答えたクリントン氏は「私は富裕層のためではなく、中間層の家庭を助ける政策を進める」と最低賃金の引き上げを約束。さらにトランプ氏の経済政策をやり玉にあげ「あなたの政策では借金が増える」と批判した。

　トランプ氏は「米国の仕事はメキシコや中国に奪われている」と持論を展開し「（自動車産業の盛んな）ミシガンやオハイオの雇用が失われたことを許してはいけない」と強調。さらに「あなたは三十年も政治に携わってきたが何もできていない」と指摘。両候補が反対している環太平洋連携協定（ＴＰＰ）でトランプ氏は「クリントン氏は大統領になれば賛成するだろう」と主張した。

　安全保障政策では、トランプ氏が日本や韓国などの同盟国について「彼らは全然（軍事費を）払っていない。自分の国は自分で守るべきだ」とあらためて主張。北朝鮮の脅威を前に日本の核兵器保有などにも賛意を示した。

　これに対し、クリントン氏は同盟国との関係を重要視するとした上で「日本などに核保有を認める候補者を大統領や軍最高司令官にするわけにはいかない」とトランプ氏の政策判断や気質を攻撃した。

　次の討論会は、十月四日の副大統領候補者討論会を経て九日に第二回大統領候補者討論会がミズーリ州セントルイス、第三回は十九日ネバダ州ラスベガスでそれぞれ開かれる。投票日は十一月八日。

米韓、日本海で軍事演習＝対潜ヘリが墜落事故
　【ソウル時事】米韓両海軍は２６日、北朝鮮の潜水艦や地上施設などへの攻撃を想定した合同軍事演習を日本海で行った。両軍が定例演習とは別に合同演習を行うのは初めてで、北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射への抑止力を示す狙いがある。訓練中に韓国海軍の対潜ヘリコプター１機が墜落し、操縦士ら乗員３人が行方不明となる事故が発生した。
　演習には米韓両海軍から、ミサイル駆逐艦やイージス艦のほか、潜水艦、対潜ヘリ、Ｐ３哨戒機などが参加した。米国防総省のデービス報道部長は２６日、北朝鮮の潜水艦発射弾道ミサイル（ＳＬＢＭ）について、「初歩的だが、非常に重大な能力がある」と指摘した。（時事通信2016/09/27-11:13）
都知事選でかすんだ？　参院選のテレビ報道を分析
朝日新聞デジタル編集委員・豊秀一2016年9月26日23時11分

参院選の選挙戦最終日、政党による最後の訴えを聞く有権者たち＝７月９日、東京都内、葛谷晋吾撮影






　番組によっては東京都知事選の３分の１――。今夏の参院選報道について、上智大学文学部新聞学科の教員・学生のチームがテレビ各局のニュース番組を調査した結果、報道の量が少なく、争点の掘り下げも足りないという課題が浮かび上がった。前東京都知事の辞職と都知事選の候補者選びに押される形で、参院選がかすんでしまったという。
　調査をしたのは、同大新聞学科の教員４人を中心としたチーム。６月２２日の公示日から７月１０日の投開票日までの土日を除く平日の１３日間、都内で見ることのできる主なテレビ局のニュース番組を録画して参院選報道の回数や時間、内容を８月初旬からほぼ１カ月間かけて調べた。ワイドショーにも目配りした。新聞報道も検証し、論文として来春に公表する。
　担当した水島宏明教授によると、参院選をニュースとして取り上げない日も多く、全体として低調な傾向がみられた。
　夕方のニュース番組をみると、ＮＨＫの「ニュース７」で項目を立てて参院選を取り上げたのは６日間で、７日間は参院選に触れなかった。民放の夕方のニュース番組では、フジテレビ４日間、日本テレビ５日間。一方、ＴＢＳは８日間、テレビ朝日は１２日間だった。
　水島教授は「単純比較はできないが、２０１４年１２月の衆院選で選挙期間中の平日９日間でＮＨＫと民放の主な番組が、連日何らかの形で選挙に触れていたことを考えると、今回の報道回数は少ない」と語る。
【続きあり】
朝日新聞2016/9/27 6:00

社説　臨時国会開幕／巨大与党こそ建設的に

　自民、公明両党が衆参ともに圧倒的多数を握る巨大与党のもとで、臨時国会が始まった。
　安倍首相はきのうの所信表明演説で「私たちに求められていることは、悲観することでも、評論することでも、ましてや批判に明け暮れることでもありません」と語り、こう続けた。
　「建設的な議論を行い、先送りすることなく、結果を出す」
　与野党が建設的な議論をへて結論を出す。それが望ましい国会の姿なのはその通りだ。だが過去４年近くの安倍政権での国会をみる限り、首相の言葉は空々しく響く。
　野党の批判に耳を傾けようとせず、一定の審議時間が積み上がったからと、与党の数の力で結論を押し切る――。特定秘密保護法や安全保障関連法の審議で安倍政権が繰り返してきたやり方は「建設的な議論」とはほど遠い。
　忘れてならないのは、民主主義における野党の役割の一つは、権力を握る与党に異議申し立てをすることであるという点だ。その異議の背後には、与党が選挙ですくいきれなかった少数派の声がある。
　野党の批判や異論に理があれば、与党はそれを取り込み、政策をより良くしていく。時間はかかっても、そうした丁寧なプロセスを踏むことこそ「建設的な議論」の名にふさわしい。
　首相は所信表明演説で、憲法改正案を国民に示すのは「国会議員の責任」と意欲を示した。
　衆参で改憲勢力が３分の２の議席を占めてはいても、実際に改憲手続きに動き出すなら、少なくとも野党第１党の民進党と足並みをそろえる必要がある、との見方は与党内にもある。であれば、首相が重視すべきは民進党とも話し合える議論の基盤づくりではないか。
　少子高齢化が進み、未曽有の財政危機のなかで、将来世代が安心できる社会をどう築いていくか。国民に新たな負担を求めることも避けては通れない。
　そんななか、民進党の新幹事長に野田佳彦前首相がついた。
　民主党政権だった２０１２年の「社会保障と税の一体改革」で、消費税率１０％への引き上げを決めた自民、公明、民主の３党合意をまとめた当事者だ。
　安倍首相による２度の増税延期について、民進党（民主党）も是としたが、いま一度、持続可能な税財政の構築に向けて、与野党が共通の基盤に立って知恵を出し合う時ではないか。
　この臨時国会を、それに向けた「建設的な議論」の第一歩にすべきだ。議論をリードする最大の責任は、与党にある。

社説　衆院代表質問　民進党の「提案」路線は本物か

読売新聞2016年09月28日 06時00分

　新しい民進党執行部が批判一辺倒を脱し、「提案」路線に踏み出せるかどうかが問われよう。

　安倍首相の所信表明演説に対する衆院の各党代表質問が始まった。

　民進党の野田幹事長は、「国民目線で安倍政権を厳しくチェックするとともに、地に足の着いた提案をする」と強調した。蓮舫代表の掲げる「批判から提案へ」という新方針を踏まえたものだ。

　その路線が本物なら歓迎したいが、この日の質問は、首をかしげざるを得ない主張が目立った。

　野田氏は、憲法改正論議を始める前提として、国防軍、天皇の元首化などを規定した自民党憲法改正草案の撤回を要求した。

　だが、衆参の憲法審査会では本来、各党が独自案を出し合い、議論を通じて改正項目ごとに合意形成を図るのが筋のはずだ。自民党は草案に固執せず、各党と接点を探る柔軟姿勢も示している。

　「撤回しなければ議論できない、という主張は理解に苦しむ」との首相の答弁はうなずける。

　民進党の要求は、党内に護憲派を抱える中で、議論を先送りするための口実だと見られても仕方あるまい。意見集約が難しいテーマにも逃げずに取り組む努力が、提案路線には欠かせない。

　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案について、野田氏は、「攻めるものを攻め切れず、守るものを守り切れていない」として、反対を明言した。

　首相は、「農林水産品の約２割で関税保護を維持し、自動車部品の対米輸出の関税は８割以上即時撤廃した」と反論した。

　ＴＰＰ発効によって、アジア太平洋地域に巨大な貿易圏が誕生すれば、新興国の活力を取り込むことで、日本の経済成長の底上げが期待される。安全保障面でも、中国へのEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(けんせい),牽制)になろう。

　民進党は、こうしたメリットを踏まえ、建設的な議論を展開すべきではないか。

　消費税率引き上げの延期を巡って、野田氏は、社会保障・税一体改革に関する２０１２年の自民、民主、公明３党合意が「風前のともしびになった」と指摘した。

　消費増税への国民の理解を得るためには、「身を切る改革」が不可欠だとも主張した。

　野田氏は首相当時、３党合意の当事者だっただけに、一体改革への思い入れは理解できる。ただ、行政改革による財源捻出は限定的だ。今は、デフレ脱却を実現し、増税が可能な経済環境をどう整えるかの議論がより大切だろう。

社説　所信表明演説　与野党は憲法論議を前向きに

読売新聞2016年09月27日 06時05分

　憲法改正は、国の最高法規をより良いものにする重要な作業だ。与野党は、幅広い合意形成に努力せねばならない。

　安倍首相が衆参両院本会議で所信表明演説を行った。憲法改正に関して「憲法はどうあるべきか。どういう国を目指すのか。それを決めるのは政府ではない。国民だ」と強調した。

　「その案を国民に提示するのは、国会議員の責任だ」とも述べ、衆参の憲法審査会で改正論議を深めるよう、与野党に呼びかけた。

　憲法改正の発議権を持つのは内閣でなく、国会だ。首相がその点を重ねて力説したのは、野党に前向きな対応を促すためだろう。

　７月の参院選大勝により、与党は、憲法改正に積極的な日本維新の会などとの合計で、衆参両院で３分の２以上の議席を占めた。

　憲法審査会では、与野党の対立が続き、改正項目の絞り込みは進んでいない。国民投票で過半数の賛成を要するという改正の高いハードルを踏まえれば、自民党には、与野党の一致点を見いだすための柔軟な姿勢が求められよう。

　首相は演説で、キーワードの「未来」に１８回も言及した。

　経済政策アベノミクスについて「一層加速し、デフレからの脱出速度を最大限まで引き上げる」と訴えた。その具体策として、１億総活躍社会に向けて、子育て支援、介護の拡充などの「未来への投資」を重視する考えを示した。

　アベノミクスは３年半余、金融緩和と財政出動を重ねてきたが、デフレ脱却は依然、道半ばである。「第３の矢」の成長戦略が効果を発揮せず、日本経済の実力である潜在成長率は伸びていない。

　情報技術（ＩＴ）活用や規制改革を通じて、日本企業の生産性と国際競争力を高める。成長戦略強化の具体案と、日本経済の「未来」を明示しなければ、企業経営者や消費者の将来不安を払拭し、投資や消費に向かわせられまい。

　環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）は成長戦略の柱の一つである。今国会で確実に承認すべきだ。

　首相は、日露関係について「領土問題を解決し、平和条約がない異常な状態に終止符を打つ」と述べ、改善に意欲を示した。１２月のプーチン大統領来日に関し、「首脳同士のリーダーシップで交渉を前進させる」とも語った。

　戦後７１年間も未解決の状態が続く北方領土問題の前進には、日露両国の歩み寄りが欠かせない。従来の発想にとらわれない「新しいアプローチ」を含め、双方が大いに知恵を絞る必要がある。

社説　首相の所信表明　「未来」は謙虚に語ろう
毎日新聞2016年9月27日　東京朝刊
　臨時国会が召集され、安倍晋三首相が所信表明演説を行った。首相は経済重視を改めて強調するとともに、改憲論議の加速化や北方領土問題の解決に意欲を示した。 
　参院選勝利で政権基盤をいっそう強化した首相が長期政権を展望した内容と言える。ただ、アベノミクスは行き詰まり、外交もさまざまな課題へ対処を迫られている。我田引水に陥らず、謙虚に野党との論戦に応じる必要がある。 
　衆参両院で改憲に前向きな勢力が３分の２以上の多数を占め、自民党が参院で２７年ぶりに単独過半数を回復してのぞんだ国会である。 
　首相は演説で「未来」との表現を１８回にわたり用いた。強い政権基盤で中長期的課題に取り組む意欲の表れだろう。 
　演説で目立ったのは憲法問題に関する部分だ。首相は在任中の実現を目指す改憲について「（改正）案を国民に提示するのは、私たち国会議員の責任」と言い切り、衆参憲法審査会で議論を深めるよう求めた。 
　だが、この言い方には疑問がある。まず、行政府の長である首相が憲法改正の発議が国会の「責任」だと発言している点だ。 
　憲法改正がまるで既定方針であるかのような点も気になる。参院選の結果、確かに改憲勢力は発議に必要な多数を占めた。だからといって、選挙で改憲案が争点として議論されたわけではない。 
　与党ですらまだ、改憲項目を絞り込んでいない。国会で議論を着実に進めるのであれば、問題の多い自民党改憲草案をまずは撤回すべきだ。 
　改憲とともに積極姿勢を示したのがロシアとの北方領土交渉である。日露関係について「平和条約がない異常な状態に終止符を打ち、日露協力の大きな可能性を開花させる」と問題解決に意欲を示した。 
　強い政権基盤を外交に生かす発想は理解できる。だが、演説では安全保障関連法や沖縄県との対立が泥沼化する米軍普天間飛行場移設について直接の言及がない。バランスを失してはいないか。 
　安倍内閣は解決すべき多くの課題に直面している。 
　首相は演説でアベノミクスの加速を改めて強調した。だが、日銀が「２年で２％」と当初約束していた物価上昇目標は実現せず、経済成長の足取りは重い。その結果、消費増税延期に追い込まれた。 
　子育て・学生支援などを掲げてはいるが、安定財源の裏付けや持続可能な社会保障の制度改革を欠くようでは「未来」の展望は開けまい。長期政権を目指すのであればこれまでの政権運営を点検し、野党の主張にも耳を傾けるべきだ。 
社説　未来を切り拓くには痛みの訴えも必要だ 
日経新聞2016/9/27付
政治は言葉である。とりわけ演説では、聞く人の心にひびき、共感を得るものがあるかどうかがポイントだ。それには多くの人が魅力を感じるキーワードをちりばめるのがひとつの方法である。
　安倍晋三首相の26日の衆参両院の本会議での所信表明演説を聞いていると「未来」という言葉がたびたび出てくる。
　「安倍内閣は未来への挑戦を続ける。世界の真ん中で輝く、日本の未来を共に切り拓（ひら）いていこう」
「2020年、その先の未来に向かって、誰もが能力を存分に発揮できる社会を創る。一億総活躍の未来を共に切り拓いていく」
　「思考停止に陥ってはならない。互いに知恵を出し合い、共に未来への橋を架けようではないか」
　20年の東京五輪を念頭に、将来に向かって共に歩もうという演説は、けっこう訴えかけるものがあるだろう。
　介護福祉士をめざす学生、山形で農業の道を志した22歳の若者、世界シェアの７割をほこるカニかまぼこの製造装置を開発した山口の中小企業……具体的なエピソードを盛り込み、政策課題をホチキスで止めた演説にならないよう苦心の跡がうかがえる。
　それでは安倍内閣が見すえている未来とはそもそも何なのだろうか。一億総活躍は将来の日本のビジョンを示すものではない。
　第１次内閣でそれは「美しい国」だった。理念先行で空回りした反省から封印、第２次内閣では目の前の課題の処理を優先してきた。それが功を奏し、常に「やっている感」を与え、高い内閣支持率を維持してきたのは間違いない。
　しかし政権発足からすでに３年９カ月。向こう２年、場合によってはさらにその先まで、国政を担当していこうとすれば中期的な国家ビジョンが必要になるのではないだろうか。
　そのとき「痛み」なしにこの国の未来があるとはとても思えない。不人気であっても、つらくても、正面から向き合い、有権者に訴えていくしかない。ときに政治指導者が真摯に立ち向かってきたことが自民党への信頼につながってきたのを忘れてはなるまい。
　演説への共感は負担や不利益を率直に語ることにもあるのを我々は知っている。かつての小泉純一郎首相の「言葉政治」がそうだった。安倍首相は当時、官房副長官として間近で見ていたはずだ。
産経新聞2016.9.27 05:03更新 
主張　所信表明演説　「数の力」を改革に向けよ
　夏の参院選後、初となる所信表明演説で、安倍晋三首相は「いかに困難な課題にもチャレンジし、建設的な議論を行って結果を出す」との決意を表明した。
　参院選勝利を経て、政権基盤はより強固になった。指導者にはその力を改革の遂行に向けることが求められる。
　首相の決意は正しいが、内外の危機を克服する具体的な筋道を国民に示せたかといえば、極めて物足りない。
　この間にも、日本を取り巻く環境は厳しさを増している。国民に不人気な政策、痛みを伴う政策であっても必要性を説き、推し進めることこそ、安定政権に課された課題である。
　東・南シナ海で一方的な海洋進出を図る中国を念頭に「わが国の領土、領海、領空は、断固として守り抜く」と言うのは当然だ。
　問題は、仲裁裁定も無視する中国に対し、法に基づく行動をいかに促し、尖閣諸島に対する軍事的挑発などをいかに阻止するかの具体的方策を欠いていることだ。
　武装集団による離島への不法上陸のような「グレーゾーン事態」への対処は、現状の安保関連法の下では困難である。不断の見直しが迫られていることを、もっと訴える必要がある。
　北朝鮮の核・ミサイル問題に関し、「断じて容認できない」と述べたのも妥当である。だが、暴発を食い止めるのは困難な状況が続いている。進展が見られない拉致問題と併せ、国際社会を巻き込み、解決への突破口を開く戦略が求められている。
　憲法改正について、衆参両院の憲法審査会で議論を深めるよう呼びかけた。国民を守り抜く上で、９条が自衛権を制約している問題をどうするかを語るべきだ。
　首相は今国会を「アベノミクス加速国会」だと位置付ける。デフレ脱却を最優先課題とすべきは無論としても、第３の矢となる成長戦略には総花的で踏み込みが足りないとの指摘が絶えない。
　成長要因として重要な環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）の発効に向け、承認案の成立にどれだけ力を注ぐのかも焦点だ。
　消費税増税の再延期により、財政再建は遠のいた。社会保障費への切り込みも喫緊の課題だ。抽象的なスローガンを重ね、応分の国民負担の必要性をぼかすような政治を続ける余裕はない。
社説　首相所信表明　改憲は喫緊の課題か

東京新聞2016年9月27日

 　安倍晋三首相が所信表明演説で憲法改正原案の提示に向けた議論が深まることに期待感を示した。しかし、そもそも改正は喫緊の課題なのか。その前に、政権が取り組むべき課題は山積している。

　臨時国会がきのう召集された。会期は十一月三十日までの六十六日間。衆参両院ではきょうから三日間、首相の所信表明演説に対する各党代表質問が行われる。

　国会の状況がこれまでと違うのは、七月の参院選の結果、憲法改正に「前向き」な、いわゆる「改憲勢力」が衆参両院で、憲法改正の発議に必要な三分の二以上の議席に達したことである。

　首相は、自民党が結党以来の党是としてきた憲法改正を実現する好機ととらえているに違いない。

　首相は演説を「憲法はどうあるべきか。日本がこれから、どういう国を目指すのか。それを決めるのは政府ではない。国民だ。そして、その案を国民に提示するのは私たち国会議員の責任だ。与野党の立場を超え、憲法審査会での議論を深めていこう」と結んだ。

　首相は二〇一二年の第二次安倍内閣発足後、施政方針演説や所信表明演説を、今回を含めて八回行っている。改憲論議を深める必要性を訴えることはこれまでもあったが、改正原案の提示にまで踏み込んだのは今回が初めてだ。

　日本国憲法は九六条に改正手続きを明記しており、一般論としては、改正案を発議する国会議員が議論することまで否定はしない。

　改正しなければ、国民の平穏な暮らしが著しく脅かされる恐れがあり、改正を求める声が国民から澎湃（ほうはい）と湧き上がっているのなら、国会で憲法改正を議論し、堂々と国民に問い掛ければいい。

　しかし、そうした政治状況でなく改正を煽（あお）るとしたら、権力の乱用との批判は免れまい。

　首相はこの国会を「アベノミクス加速国会」と位置付けるが、首相が主導する成長重視の経済政策は成果が出ているとは言えず、経済格差も拡大している。このまま続けていいのか、検証が必要だ。

　また、成立強行から一年たった安全保障関連法を、安倍政権は既成事実化しようとしているが、違憲性は依然、払拭（ふっしょく）されていない。自衛隊に初めて「駆け付け警護」任務を与えようとしている南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）も、現地では戦闘が続き、危険性が指摘される。

　国会で早急に議論すべき課題は山積している。憲法改正に政治力を注ぎ込んでいる場合ではない。

社説　首相所信表明　「未来」の実像はどこに　 
北海道新聞09/27 08:55
　臨時国会がきのう始まった。
　安倍晋三首相は所信表明演説で「アベノミクスの加速」「１億総活躍」「地球儀を俯瞰（ふかん）する外交」を柱に据えた。いずれも政権が、かねて掲げてきた目標だ。
　新たな看板で目を引くのではなく、成果と失敗を検証して具体策を掘り下げるなら理解できる。
　だが「未来」「挑戦」の言葉が躍る一方、財源の裏付けや長期的展望は十分に示されなかった。
　課題の根底には、経済・社会の将来像を描ききれない国民の不安がある。景気対策や政権浮揚のスローガンではなく、生活基盤に目を向けたかじ取りが求められる。
　アベノミクスをめぐっては、これまでの結果について納得のいく総括を聞くことはできなかった。
　首相は雇用改善や賃金上昇を強調したが、個人消費は回復せず、デフレ脱却はおぼつかない。従来の金融政策や財政出動で将来不安は払拭（ふっしょく）できないという教訓だ。
　なのに首相はアベノミクスを「加速」するという。必要なのは抜本的な方向転換ではないのか。
　首相が１億総活躍の政策を「未来への投資」と強調したのは、その問いに答える意味なのだろう。
　介護、保育の受け皿整備加速、同一労働同一賃金の実現、給付型の奨学金創設など、いずれも実現すべきものだ。だが高齢化に伴う医療費増大などを見据えた社会保障の全体像は、描けていない。
　財源は、消費税増税を先送りする中で「アベノミクスの果実も活（い）かし、優先順位を付けながら社会保障を充実する」という。しかしアベノミクス自体が既に限界に達している。見直しが不可避だ。
　外交ではロシアとの北方領土問題を解決し「平和条約がない異常な状態に終止符を打つ」と強い意欲を見せた。首脳会談の積み重ねで手応えをつかんだのだろうか。
　気になるのは最近、この問題をめぐって政府周辺から観測気球のような情報発信が目立つことだ。ロシア側に予断を与えれば交渉を阻害する。慎重対応を望みたい。
　首相は演説の最後を憲法改定への意欲で締めくくった。決めるのは国民とした上で、提案するのは「私たち国会議員の責任だ」と強調。「思考停止に陥ってはならない」と、護憲論をけん制した。
　だが現行憲法への評価は多くの国民が共有する。占領下で制定されたから変えねばならないという発想こそ、硬直してはいないか。
　今後の改憲論議が、数の論理だけで性急に進められるような事態は、避けなければならない。
東奥日報2016年9月27日(火)

社説　地方の民意に耳傾けよ／所信表明演説

　東北の民意を、真剣に受け止めてほしい－。26日召集の臨時国会における安倍晋三首相の所信表明演説を聞き、その思いを強くした。

　首相は参院選の勝利で信任を得たと強調。憲法改正、安全保障に軸足を置く安倍流をいっそう鮮明にし、同時に、臨時国会を「アベノミクス加速国会」と位置づけるなど政権の看板政策をいっそう強力に進めることを表明した。

　だが、参院選で有権者は安倍政治の全てを支持したわけではない。東北6県の選挙区（いずれも改選数1）は秋田を除く5県で自民党が敗れた。青森県の自民党県連は、主要政策に関する情報発信が足りなかったと総括したが、政策そのものへの不満も背景にあっただろう。とりわけTPP（環太平洋連携協定）への不安感が強く影響したという見方が有力だ。

　そのTPPを、首相は「大きなチャンス」と捉え、農林水産物輸出1兆円の早期達成へ、生産性向上、経営規模拡大などの支援を行うとした。だが、輸出増大で大多数の農家の収入が増えるという保証はない。また、農家によっては、弱い農家は切り捨てる、と聞こえたかもしれない。農家のための農業強化ではなく、TPP推進の申し訳ではないか、という印象がぬぐえないのではないか。

　地方創生にも、首相は触れた。過疎化、高齢化は深刻だが「特色ある農林水産物、豊かな自然、伝統・文化」に大きなチャンスがあるとした。だが、「観光立国」を除いて具体的な地方振興策はほとんど示されなかった。これまで政権がアピールしてきた地方創生は、むしろ後退した感が否めない。

　過疎化、高齢化はもっと切迫している。東北では地域消滅、自治体消滅がまさに現実問題だ。「世界一暮らしやすい国」へ新たなスタートを切ると言うなら、東北の切実な声に耳を傾けるべきだ。地方は大都市圏のお荷物でも、おまけでもない。地方も含めてでなければ、真の1億総活躍にはならないはずだ。

　野党にも注文したい。大都市圏、大企業、輸出産業を後押しして地方への波及効果を期待する経済政策をはじめ、中央集権的な国づくりをこのまま続けていいのか。蓮舫民進党代表は「対案を示して戦っていく」と強調するが、個々の施策にとどめず、日本の将来像をどう描くか、根本的な対立軸を提示してほしい。

時評　所信表明演説　政策競い合う国会に
デーリー東北2016年9月28日 
　臨時国会が召集され、安倍晋三首相が所信表明演説を行った。今国会を「アベノミクス加速国会」と位置付ける首相は、デフレ脱却に向けて「あらゆる政策を総動員する」と強調。事業規模２８兆円超の経済対策を盛り込んだ２０１６年度第２次補正予算案と環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案、関連法案の成立を図る方針を示した。
　夏の参院選の結果、衆院に続き参院でも改憲勢力が３分の２の議席を確保。今国会では衆参両院の憲法審査会で与野党の議論が再開される見通しだ。憲法改正に意欲を燃やす首相は演説で、憲法改正案を「国民に提示するのは国会議員の責任だ」とし、「与野党の立場を超え、憲法審査会での議論を深めていこう」と呼び掛けた。
　第２次安倍政権発足以降、首相はデフレ脱却を短期的な最優先課題と位置付ける一方、憲法改正は腰を据えてじっくり取り組む姿勢で臨んでいる。
　首相は演説で、有効求人倍率の改善や賃金の上昇などアベノミクスの成果を強調した。だが、消費税率の１０％への引き上げを２年半延期する中で、懸案の財政立て直しや社会保障の充実をどう実現していくのか具体的な道筋は見えてこない。
　首相が日本の農林水産物の輸出などにとって「大きなチャンス」とするＴＰＰだが、次期米大統領の座を争う民主党クリントン、共和党トランプの両候補とも批准に反対だ。オバマ大統領の任期中に米議会が批准する見通しも立っていない。
　蓮舫代表以下の新執行部が発足した野党第１党の民進党は、ＴＰＰの批准に反対する方針を明確にしている。米国抜きのＴＰＰになった場合、果たして日本経済にプラスになるのかどうか、首相に説明を求めたい。
　民進党をはじめ野党側は、アベノミクスについても、２％の物価上昇目標が達成できていないなど行き詰まっているとして、政府を追及していく構えだ。補正予算案について民進党は「財政投融資に頼った先祖返りだ」と批判する。
　憲法改正では、民進党は憲法審査会での議論には加わる方針だが、自民党が改憲草案を撤回しないことに強く反発、対決姿勢を強めている。民進党の蓮舫代表は一方で「われわれは反対するだけではない。対案と提案、知恵を総動員して首相にぶつけ戦っていく」と意欲を示す。
　衆院本会議での代表質問には幹事長に就任した野田佳彦前首相が立つ。与野党が具体的な政策で競い合う国会審議になることを期待したい。
時評　日英共同訓練　住民の不安解消に努めよ
デーリー東北2016/9/26 09:11 
　航空自衛隊は１０月中旬～１１月上旬、三沢市の三沢基地や周辺空域で、英空軍との共同訓練を展開する。空自が米軍以外と国内で共同訓練に臨むのは初。英ユーロファイター・タイフーン戦闘機の参加も注目されているが、地元住民にとっては騒音や英軍人の基地外での振る舞いに対する懸念の方が強い。
　住民側を不安にさせる最大の要因は、英軍や英戦闘機についての情報がほとんどないことだ。初の共同訓練だけにやむを得ない側面はあるものの、空自や市などは可能な限り住民側に情報を提供してほしい。
　訓練は日英両政府が１月の外務・防衛閣僚協議（２プラス２）で合意していた。ただ、なぜ三沢なのか唐突な感が否めず、戸惑いを覚える住民は多い。
　空自によると、北東北と北海道を管轄する北部航空方面隊が千歳基地（北海道）のＦ１５と三沢のＦ２の２種類の戦闘機を展開している上、基地の運用面で比較的余裕があるとして、三沢が選定された。米軍は訓練に参加せず、英軍の宿泊なども空自の施設を使うという。
　現段階で最も心配されるのが騒音被害だ。三沢は米軍基地の所在地で唯一、騒音関係の訴訟を抱えていない自治体だが、基地周辺では集団移転や自宅の防音工事を待つ住民が少なくない。何度国に陳情しても進展せず「実力行使」を検討している町内会もある。国防の重要性や基地が地元にもたらす有形無形の恩恵は言うに及ばないが、その陰で現行の民生安定対策から漏れ、苦しんでいる住民がいる事実を見逃してはならない。
　空自や市の説明では、タイフーンの騒音は米軍のＦ１６戦闘機やＦ２とほぼ同じ。訓練では三沢基地から離発着するが、空対空などの戦闘訓練は主に海上の空域で行われるもようだ。東北防衛局は米軍再編に関わる訓練移転が三沢であるときは毎回、騒音測定などを実施している。今回の対応は未定だが、訓練の概要が確定した段階で何らかの方策を講じる可能性はある。
　英軍人の訓練以外の行動についても、日本のルールに従ってもらうよう事前の指導を徹底したい。市はこれまで米海軍のＥＡ１８Ｇ電子戦機の部隊が一時展開するたびに、こうした申し入れをしている。
　今後について市は、同様の訓練の常態化に反対する姿勢を打ち出している。沖縄の負担軽減を踏まえ、市議会などの議論を経て受け入れを認めた米軍の訓練移転とは事情が違う。なし崩し的な地元の負担増は到底許容できないはずだ。
社説　臨時国会開会　論戦通じ政策の検証を
秋田魁新報2016年9月27日 掲載 
　臨時国会が開会し、安倍晋三首相が所信表明演説を行った。首相は、成長戦略として環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案の早期成立と、農業改革に取り組む決意を表明。アベノミクスを加速させ、デフレ脱却を目指すことも改めて強調した。
　演説では「未来への投資」「成長の主役は地方」「農政新時代」など聞こえのいいフレーズが並んだものの、対策は具体性に欠けた。成果が十分表れていない地方創生など看板政策の改善点にも触れず、本格運用に入る安全保障関連法に関しては一切言及しなかった。
　７月の参院選で自民、公明の与党が圧勝して初めての国会である。首相をはじめ政府与党は重要案件であるＴＰＰ対策や安保法の運用、憲法改正への基本姿勢などについて説明責任を果たさなければならない。
　野党にとっては「自民１強」下で、いかに存在感を示せるかが問われる。特に野党第１党の民進党が「対案を出して戦っていく」（蓮舫代表）というのであれば、与党の政策を検証しつつ国民に明確な選択肢を示して論戦に挑んでもらいたい。
　今国会で与野党対決の焦点となっているのはＴＰＰ承認案である。首相は演説で「ＴＰＰの早期発効を大きなチャンスとして（農林水産物輸出目標額の）１兆円の早期達成を目指す」と強調。農家所得を増やすため、生産から加工、流通までの抜本的な改革に意欲を示した。
　ただし、農政の改革プログラムは年内にまとめるとして具体案を示さなかったほか、農家の高齢化など構造的な問題への対応策にも触れなかった。米大統領選でクリントン、トランプ両候補がＴＰＰ批准に反対を明言している状況の中で、なぜ承認を急ぐのか。これらについて首相は丁寧に説明する必要があるし、国内対策も含めて慎重に審議すべきだろう。
　アベノミクスについても踏み込んだ検証を求めたい。２０１６年度第２次補正予算案を含め、事業規模で２８兆円を超える経済対策で内需を下支えすると首相は言うが、公共事業主体の補正予算や低所得者への１万５千円の給付金が経済対策として効果を見込めるのだろうか。
　内需拡大には個人消費の回復が重要であり、そのためには年金や医療など社会保障の持続性に対する国民の将来不安を低減させる必要がある。今国会には消費増税再延期に関する法案も提出されている。政府与党は社会保障政策の優先順位と新たな財源確保策を明示し、国民が納得できるように与野党で審議を尽くすことが求められよう。
　首相は演説で憲法改正にも意欲を示し、衆参両院の憲法審査会で議論を深めるよう促した。さらに、安保法の本格運用に伴う自衛隊員のリスク対策など今国会では国民的な議論が必要な重要課題が多い。数の力による与党の強引な国会運営が認められないのは当然である。
社説　ＴＰＰ国会審議へ　早くも揺らぐ政府説明

岩手日報2016.9.27

　２６日に始まった臨時国会で、最大の焦点は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案だ。政府は１１月末までの会期中に成立を目指す。

　承認案と関連法案は６月までの通常国会で審議が行われたが、熊本地震などの対応で日程が厳しくなり、政府、与党は成立を断念した。今回は仕切り直しとなる。

　安倍晋三首相は所信表明で協定承認の意義をあらためて唱えた。いち早く発効に向けて日本が動くことで、議会承認の雲行きが怪しい米国を促す狙いがある。

　訪米した先週は、現地の企業関係者らを前に「米国がリーダーとしての役割を果たしてほしい」と議会承認を熱望していることを訴えた。

　首相の意気込みとは裏腹に、協定発効の行方は一段と不透明感を増している。それは米大統領選の民主党候補であるクリントン氏との会談で鮮明になった。

　国会承認を急ぐ考えを伝えた安倍首相に対し、クリントン氏は慎重姿勢を崩さなかった。共和党候補のトランプ氏もＴＰＰに反対しており、協定への視線が厳しい米国内の雰囲気がうかがえる。

　オバマ大統領は来年１月までの任期中に議会承認を求める。しかし雇用が奪われるとして自由貿易に国民の不満が強まる現状では、かなり高いハードルだろう。

　ＴＰＰの発効には、経済規模が大きい米国と日本の批准が不可欠な仕組みになっている。日本が急いで国会承認を得ても、米国が批准しなければ発効しない。

　この状況で日本が承認を急ぐべきだろうか。疑問が高まってきたのは、ＴＰＰをめぐる政府説明が早くも揺らいでいるからだ。

　国産米より大幅に安い価格で海外からの輸入米が流通している可能性が今月、報道で明るみに出た。国会審議の大きな火種になろう。

　輸入米の入札は国の管理で行われる。政府が事実上の関税に当たる売買差益を上乗せし、価格を国産と同水準にしている。しかし卸売業者が落札価格より実質的に安く仕入れ、外食産業などに売っていた可能性が浮かんだ。

　ＴＰＰでは米国、オーストラリア産米の輸入枠を拡大するが、政府は「国産米への影響はゼロ」と説明してきた。安い輸入米が入っているとすれば、その根拠は崩れる。

　農政への信頼も揺るがす事態であり、野党はしっかりと追及してもらいたい。政府は調査結果を速やかに公表し、不信を払拭（ふっしょく）すべきだ。

　共同通信の世論調査では、ＴＰＰに関し７割が「慎重な審議」を望んだ。米国の動向が不透明で、政府への疑念も晴れない以上、今国会での承認にこだわるべきではない。

社説　所信表明演説/地方の未来を切り開けるか
福島民友新聞2016年09月27日 08時32分 
　未来に向けていま必要なのは政策の中身を検証し、今後の道筋を明確につけるための国会論戦だ。
　臨時国会が召集された。安倍晋三首相は今国会を「アベノミクス加速国会」と位置づけ、２０１６年度第２次補正予算案など事業規模で２８兆円を超える経済対策で内需を下支えすると強調した。
　しかし第２次安倍政権の発足から約３年９カ月、アべノミクスはいまだに道半ばだという。低所得者への１万５千円の給付金や公共事業主体の補正予算が経済対策として効果があるのか。アベノミクスの内実をしっかり精査し、政策を検証する議論を求めたい。
　首相は演説で「未来」という言葉を随所に散りばめた。その一つが、「未来のエネルギー社会を開く『先駆けの地』として新しい産業の集積を一層促進していく」という本県復興に臨む決意だ。
　首相はさらに「中間貯蔵の建設、除染など住民の帰還に向けた環境整備、廃炉・汚染水対策を着実に進める」とも述べた。「未来への投資」を掲げて再始動を図るアベノミクス同様、復興の加速にも有言実行で取り組んでほしい。
　臨時国会で与野党対決の焦点となるのは環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案だ。首相は演説で「ＴＰＰの早期発効を大きなチャンス」として農林水産物の輸出増を目指すと述べたが、農家の高齢化など構造的な問題への解決策には触れなかった。「これからの成長の主役は地方」と言うのであれば、農業、そして地方の未来を開いていくための具体的な方策を明らかにしなければならない。
　憲法改正について首相は「（改憲）案を国民に提示する」のが「国会議員の責任だ」と述べ、与野党を超えて衆参両院の憲法審査会で議論を深めるよう求めた。改憲案の提示に言及したのは、「議論し、答えを出していく」と呼び掛けた１月の施政方針演説から踏み込んだものだ。
　天皇陛下の「生前退位」に関しては、先に設置した有識者会議で「国民的な理解の下に議論を深める」と表明した。天皇の地位は「国民の総意」に基づく。総意をどのように形成していくか。国会でも丁寧に議論したい。
　首相が語らなかったことも重要だ。関心が高い社会保障の具体的充実策などは示されなかった。
　野党にも注文したい。非正規雇用の待遇改善などは民進党などが取り組んできた課題だ。蓮舫民進党代表は「対案を示して戦っていく」と強調する。与野党ともに未来に向かって選択肢を国民に提示し論戦を尽くすべきだ。
社説　所信表明演説　疑問素通りの味気なさ
信濃毎日新聞9月27日 
　困難な課題に挑戦を続けると意気込みを示したものの、具体的な道筋は見えない。
　もどかしさを残す安倍晋三首相の所信表明演説である。肝心な点をぼやかしたり隠したりするのでは建設的な議論は望めない。
　臨時国会がきのう開会した。演説で首相が力を入れた一つは、経済政策だ。世界経済が新たな危機に陥ることを回避するため事業規模２８兆円を超える対策を講じるとした。アベノミクスを加速し、デフレからの脱出速度を上げると従来の主張を繰り返している。
　限界がはっきり見えているにもかかわらず、アベノミクスありきの姿勢だ。「加速」することで本当に経済を再生できるのか、大盤振る舞いはかえって将来不安を高めないか。こうした基本的な疑問には答えていない。
　財政や社会保障も同様だ。消費税増税延期でも２０２０年度の財政健全化目標を堅持すると明言している。社会保障はアベノミクスの果実も生かし、優先順位を付けながら充実していくと述べた。どう実現するか、財源を確保できるのか、詳しい説明はない。
　安全保障を巡っては依然、不誠実な姿勢が目立った。「わが国の領土、領海、領空は断固として守り抜く。強い決意を持って守り抜く」と強調し、自衛隊員らに敬意を表している。一方で、成立から１年が過ぎた安保関連法には言及していない。
　日本を守るためと言いながら自国防衛には直結しない集団的自衛権の行使に道を開き、自衛隊の海外での活動を拡大させた。武器使用を伴う新任務の実施に向け、既に訓練を始めている。臨時国会で素通りできない問題だ。改めて首相の説明を求める。
　沖縄の米軍北部訓練場を巡る発言も見過ごせない。部分返還を２０年越しで実現させると述べた。返還の条件であるヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設への抗議が続いている。地元の声を一顧だにしない対応だ。
　看板政策の「１億総活躍」「地方創生」もアピールした。介護離職ゼロ、同一労働同一賃金など難題が山積している。掛け声倒れに終わらないか、突っ込んだ審議が欠かせない。
　「求められていることは、悲観することでも評論することでも批判に明け暮れることでもありません」。首相はそう述べて「建設的な議論」を呼び掛けた。ならば議論の土台を整える必要がある。代表質問で疑問に正面から答えなくてはならない。 

社説　憲法の岐路　自民の草案　議論のベースにならない
信濃毎日新聞9月27日 
　自民党の二階俊博幹事長がＮＨＫの討論番組で、２０１２年に党がまとめた憲法改正草案を撤回しない考えを表明した。
　草案は個人の権利より「公益および公の秩序」を優先するなど、民主主義の原則に反する内容を含んでいる。自民が草案を掲げ続ける限りは、国会で改憲論議を進めることを国民としても認めるわけにはいかない。
　民進党の野田佳彦幹事長が草案の問題点を指摘したことに対する発言である。
　「国民の権利を軽んじ、国の在り方を変える中身としか思えない」。野田氏はこう述べた上で「撤回から始めないと議論は進まない」と追及した。
　野田氏も言う通り、自民草案は問題が多すぎる。現行憲法の前文が「日本国民は」で始まるのに対し、草案は「日本国は」で始まっているのが象徴的だ。国民より国家、の色彩が濃い。
　草案は「戦力は保持しない」とする現行の９条２項を削除して国防軍保持を明記している。天皇は「日本国の元首」になる。
　緊急事態が起きたときは、内閣は法律と同じ効力を持つ政令を定めることができる。首相がその気になれば、国会のチェックなしに国民の権利を制約できる。
　自民党内にはかねて草案が改憲論議の妨げになることを危惧する声があるものの、安倍晋三首相は強気一辺倒でいる。
　「わが党の案をベースにしながら、どう３分の２を構築していくかが政治の技術だ」。７月の参院選開票翌日の発言である。
　「政治の技術」によって国会の多数派を形成し、改憲につなげていく―。首相がこう公言するようでは、自民幹部も草案撤回を言い出せるはずがない。
　首相が言うように、草案は改憲論議のベースになり得るものなのか。答えは「ノー」だ。
　草案は憲法の３原則「国民主権、平和主義、基本的人権の尊重」をことごとく掘り崩す。憲法は権力を縛るものとする立憲主義にも反する。国会議員や公務員より先に、国民に対し憲法尊重義務を課すあべこべぶりだ。
　きのうの所信表明演説で首相は、憲法はどうあるべきかを決めるのは国民、と述べた上で、「その案を国民に提示するのは私たち国会議員の責任」だと力説した。草案をもとにした改憲案の提示はこちらからお断りする。 

社説　首相所信表明　「未来」切り開く具体策を
新潟日報2016/09/27
　言葉だけでなく、どこまで具体策を示し「未来への懸け橋」にできるかが問われよう。
　今夏の参院選後、初の本格論戦が交わされる臨時国会が２６日召集され、安倍晋三首相が所信表明演説を行った。
　首相が力を込めたのは、日本経済の再生である。アベノミクスを一層加速し、デフレからの脱出速度を最大限引き上げる決意を改めて示した。
　その足掛かりの一つとなるのが事業規模２８兆円を超える経済対策だ。あらゆる政策を総動員して内需を下支えし、景気の底上げを図っていく。
　ただ、安倍政権がアベノミクスを掲げてから既に３年半以上経過しているが、デフレ脱却は実現していない。
　アベノミクスは加速するどころか、むしろ限界を露呈し、政策そのものへの疑念が募っているのが現状と言っていい。
　日銀が先日の金融政策決定会合で、資金供給量から長短金利に政策目標を転換したのは、大胆な金融緩和という「第１の矢」が行き詰まったと捉えるべきだろう。
　鍵を握るのは成長戦略だ。所信表明では、１億総活躍社会を成し遂げるため「未来への投資」を大胆に進める考えを強調した。
　政府は官邸主導で未来投資会議などを立ち上げたが、同様の会議が乱立しており、政策が停滞する懸念が出ている。
　労働分野などでの構造改革や規制緩和をどこまで進められるか、政府の覚悟が求められよう。
　「成長の主役は地方」として、首相は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の早期発効に期待感を表した。
　目指すのは、農林水産物の輸出額１兆円の早期達成だ。年内をめどに、農政新時代に向け、生産から加工・流通までの改革プログラムをつくるという。
　ＴＰＰが実現すれば、海外から安い農産物の流入が拡大するとの懸念は根強い。承認や関連法の成立を急ぐのではなく、農業者の意見に真摯（しんし）に耳を傾け、説明責任を果たすべきだ。
　同時に、就業人口の減少や高齢化といった構造的な問題にも、もっと目を向ける必要がある。
　首相は所信表明で安全保障関連法に言及しなかった。昨年成立した際、国民に丁寧に説明すると明言した約束はどうしたのか。
　一方で、改憲に積極的な勢力が衆参両院で３分の２を超えたのを追い風に、憲法改正への議論を深めていこうと呼び掛けた。
　改憲への意欲を改めて前面に出した形だ。問題は、改憲項目を両院の憲法審査会で絞り込むとしている点だ。
　議論することは否定しない。ただ、どの条項をどういった理由で変えたいという考えがあってこその議論だろう。改憲ありきであり本末転倒と言わざるを得ない。
　将来に安心感が持てる社会保障制度の充実や災害復旧、原発事故への対応など重要課題は多い。
　数の力を背景に、強引に進めることは許されない。国民の声に真正面から向き合い、丁寧に審議を進めてもらいたい。
社説　臨時国会　時代の節目となる論戦だ
新潟日報2016/09/26
　臨時国会は２６日に召集される。会期は１１月末までの６６日間だ。
　７月の参院選後、初の本格的な論戦の場である。安全保障をはじめ、戦後政治の重要な転換点となる課題がめじろ押しだ。
　参院選後、衆参両院で改憲に積極的な勢力が３分の２を超えた。「安倍１強国会」と言っていい。
　安倍晋三首相は、衆参両院の憲法審査会で実質審議を再開し、改憲を政治日程に乗せたい意向だ。
　問題は国の根幹に関わる。与党は数の力におごらず、少数意見に耳を傾け、論を尽くすべきだ。
　蓮舫代表体制が始動した民進党はじめ野党の対応も問われよう。
　集団的自衛権の行使を容認する安全保障関連法は、与党の強行採決による成立から１年が過ぎた。
　「違憲」との批判が根強い中、「駆け付け警護」など自衛隊の新任務の訓練が始まっている。
　安保関連法を巡っては、国民の間で賛否が割れ、各地で違憲訴訟が相次いでいる。
　安倍首相は国民に丁寧に説明をする姿勢を示していた。だが、約束が果たされたとは言い難い。
　今年３月の法施行後も、参院選で反対世論が再燃するのを警戒して新任務付与を見送ってきた。
　なし崩しに本格運用に入るべきではない。今国会で問題点を整理し、あらためて法の是非を論じる必要がある。
　民進、共産、生活、社民の野党４党は、「違憲」だとして国会で政府を追及する構えだ。
　ただ、先の通常国会で提出した廃止法案は継続審議の扱いで、一度も審議されていない。与党は正面から向き合うべきだろう。
　新任務の駆け付け警護は、武装集団に襲われた国連職員らを隊員が武器を使って救出する行為だ。
　政府は１１月に国連平和維持活動（ＰＫＯ）で陸上自衛隊を南スーダンに派遣する。新任務を付与するかどうかが焦点になる。
　南スーダンは内戦が激化し、７月には自衛隊宿営地隣のビルで銃撃戦が起きた。隊員が戦闘のリスクを負う恐れは捨て切れない。
　この１年で、日本を取り巻く安全保障環境は変化した。
　北朝鮮の弾道ミサイル連射などで核の脅威は高まり、中国は東・南シナ海で海洋権益拡大に走る。
　米軍との共同訓練が本格化すれば、中国や北朝鮮との間で軍事的な緊張は高まる可能性がある。
　安倍首相は安保関連法が「抑止力」になるとしたが、事態は逆の方向に進んでいると言えよう。
　力頼みの抑止ではなく、外交による緊張緩和が必要だ。
　国民の関心の高い問題としては天皇陛下の生前退位がある。
　政府は２３日、有識者会議を設置した。安倍首相も２６日の所信表明演説で考えを示す予定だ。
　生前退位を法的にどう位置付けるか。国民的な議論が必要だ。
　法案では、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案や２０１６年度第２次補正予算案が審議される。
　ＴＰＰは農業県の本県などの関心が高い。野党は補正予算案を「水増し」と指摘している。
　国民生活と深く関わる法案だ。丁寧な議論を望みたい。
論説　首相所信表明演説　成長一辺倒政策いつまで

福井新聞2016年9月27日午前7時30分

安倍晋三首相が「アベノミクス加速国会」と位置付ける臨時国会が召集され、経済対策や農業改革、働き方改革、外交政策などについて所信表明演説を行った。悲願の憲法改正についても議論の深化を訴えた。７月の参院選勝利で国民の信任を得たことを強調しながら、政策遂行に自信ありげな声高の表明である。４年後の東京五輪・パラリンピックを「必ず世界一の大会にする」とも力説した。

　強気の首相らしい大風呂敷だが、肝心のアベノミクスは加速どころか減速感が目立ち、日銀政策も限界が見える。デフレ脱却はいまだに実現できない。成熟国家の日本は安倍政権の成長一辺倒政策から脱却し、社会保障や縮小する地域維持政策を含め、持続可能な社会をどう形成するかの視点が必要ではないか。
　首相はアベノミクスのさらなる推進へ、２０１６年度第２次補正予算案など事業規模で２８兆円を超える経済対策で内需を下支えすると強調した。第２次安倍政権発足から約３年９カ月、アベノミクスはいまだ「道半ば」である。支えがなければ腰折れしかねない状況にあるということだ。
　もはや０％台の成長力しかないとされる日本経済だ。国民に成長幻想を抱かせるような政策とアナウンス力で支持率を維持し、長期政権をもくろむ政治手法はどうなのか。アベノミクス加速でなぜ経済再生ができるのか疑問だ。６月に消費税１０％への再増税を先送りしたことがその証左。政策を検証するべきだ。
　演説で経済対策のキーワードは「未来への投資」とし、１億総活躍の未来を切り開いていくと強調。その鍵を握るのは「働き方改革」だと述べた。政府は９月に成長戦略と構造改革を検討する官民の「未来投資会議」を新設した。政権がアピールしてきた１億総活躍政策がどう前進したのか明確でない中、具体案もなく今後のスケジュールを提示しただけで国会議論を深めようがない。
　環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案は臨時国会で与野党対決の焦点。首相は「ＴＰＰの早期発効を大きなチャンス」として農林水産物の輸出増を目指すと述べた。成長戦略の柱の一つだが、農家の高齢化や担い手不足、中山間地の耕作放棄地拡大など、深刻な農業現場の構造的な問題に解決策を示せない。ＴＰＰは米大統領選で２両候補が批准に反対を明言している。承認を急ぐ必要性はない。
　憲法改正についても論理がおかしい。首相は「案を国民に提示する」のが「国会議員の責任だ」と述べたが、世論調査では過半数が「改正の必要なし」としている。参院選勝利で改憲勢力が３分の２を占めたことを念頭に、議論を急ぎたい本音が露出し始めた。
　目減りする社会保障や運用段階に入る安全保障関連法といった重要政策には言及がなかった。首相の「ご都合主義」は相変わらずである。国民の視点で臨時国会を充実したものにするのは「対案で戦う」蓮舫民進党など野党の力量次第だ。 

社説　臨時国会　数の力での突破は困る
京都新聞　2016年09月27日掲]

　臨時国会が開会した。７月の参院選の結果を受け、衆参両院で自民党が単独過半数を占める中で迎える初の与野党論戦の場である。
　安倍晋三首相はきのうの所信表明演説で、連立与党の勝利に触れた上で、今国会に求められるのは「いかに困難な課題にもチャレンジし、建設的な議論を行って『結果』を出すこと」と強調した。
　「数の力」への自信が垣間見える。問題は、その力をどう使うかだ。拙速な審議や強引な採決を繰り返さないか、危うさを感じざるを得ない。
　政府・与党は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案の成立を最優先に挙げる。ＴＰＰを成長戦略の柱とする首相は、米国でＴＰＰ反対論が強まる中、日本が先んじて承認することで早期発効へ弾みをつけたい考えのようだ。
　だが、ＴＰＰ締結交渉の経緯はいまだに不透明で、政府の情報開示は進んでいない。説明責任を果たさず、米国の動向も読めない現状で成立を急ぐ理由はない。
　世論を二分した安全保障関連法についても、首相は１年前に明言した国民への「丁寧な説明」をしているとはいえない。国連平和維持活動（ＰＫＯ）での自衛隊の活動拡大に関し、今国会中にも「駆け付け警護」の任務の付与を判断するとみられるが、議論は全く足りないままだ。
　ところが与党に、緊張感は乏しい。自民党内からしきりに聞こえてくるのは１１月末の閉会後のスケジュールだ。来年３月の党大会で総裁任期の延長を可能にし、再来年秋に任期が切れる安倍総裁（首相）の３選、東京五輪をまたぐ長期政権のシナリオを描く。党大会前に解散・総選挙を行って勝利すれば、任期延長の党則改正が円滑に運ぶとの皮算用さえ聞かれる。
　首相の悲願である憲法改正も当然、このスケジュールに乗せてくるだろう。復古色の強い改憲草案を取り下げる気配もない。
　民進、共産などの野党は対決姿勢を鮮明にする。今国会序盤の第２次補正予算案の審議で存在感を示し、来月の衆院ダブル補選へ有利な流れをつくる狙いもある。
　「１強」を脅かす論戦力をどう構築するのか。選挙での共闘に加え、国会審議でも連携や役割分担が必要だ。党勢回復を目指す民進は、蓮舫代表の下での「初陣」となる。提案型と称する新路線の真価が問われよう。
　政権の「アベノミクス加速国会」の美言の裏にも有権者は目を凝らしたい。

神戸新聞2016/09/27
社説　首相の所信表明／国民の疑問に答えぬまま
　７月の参院選後、初の本格的な与野党論戦の場となる臨時国会が召集され、安倍晋三首相が所信表明演説を行った。
　与党が圧勝した参院選を受け、アベノミクスや１億総活躍などの看板政策を加速させると強調した。２０１６年度第２次補正予算案や環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の早期発効には最優先で取り組む考えだ。
　持論の憲法改正を巡っては、改憲案を示すのが「国会議員の責任だ」と踏み込んだ。改憲勢力が衆参両院で３分の２の議席を確保したのを追い風に、憲法審査会で議論を前に進める意欲を鮮明にした。
　一方で、関心が高い社会保障の充実は具体的な道筋を示さず、成立から１年を経ても懸念が根強い安全保障関連法には一切触れなかった。
　言葉数は多いが、中身はこれまでの政策を並べただけで、国民が抱く多くの疑問には答えていない。東京五輪・パラリンピックを成功させ「未来を切り開く」というが、決意ばかりが上滑りした印象だ。
　アベノミクスは３年９カ月を経ても目標達成に至らず、限界が指摘される。地方創生、女性活躍、１億総活躍、働き方改革と次々に新たな看板を掲げるものの、どれも「道半ば」で足踏みしている。現状を直視しないまま、ばら色の未来を描こうとしても、説得力に欠ける。
　首相は参院選で「この道を、力強く前へ、という国民の意思が示された」と自賛した。だが、来た道を振り返らず、甘い見通しで一本道を突き進むという主張は独り善がりというほかない。
　首相は国会論戦で野党の意見にも耳を傾け、政策の見直しにも柔軟に応じる姿勢を忘れてはならない。
　憲法改正やＴＰＰ発効に関しては国民の賛否が分かれている。結論ありきの拙速な審議の末に、数の力で押し切るような事態を繰り返してはならない。与党には慎重な国会運営を求めたい。
　野党の力量も問われる。特に野党第１党の民進党は蓮舫代表の下で初の国会論戦となる。代表の宣言通り、批判だけでなく対案を打ちだし、存在感を示してもらいたい。
　歯止めのかからない少子高齢化や複雑化する国際情勢への対応など課題は山積している。与野党が建設的な議論を通して「よりよい道」を切り開く国会にしなければならない。
社説　臨時国会開幕　課題克服へ建設的議論を
山陽新聞2016年09月27日 08時00分 更新
　臨時国会が開幕し、与野党の論戦がきょうからスタートする。与党は７月の参院選に勝利して政権の基盤をより強固にし、野党は第１党の民進党が蓮舫代表率いる新体制に代わってから初の国会となる。経済再生や地方創生をはじめ山積する課題をどう克服していくか、建設的な議論を戦わせてもらいたい。
　「アベノミクス加速国会」。安倍晋三首相は今国会をそう位置付ける。事業規模で２８兆円を超す経済対策の裏付けとなる２０１６年度第２次補正予算案や、成長戦略の柱としたい環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案などを最優先に臨む構えだ。ＴＰＰ法案の早期成立は、反対が強い米議会の承認を促す狙いがある。
　安倍政権が目指す経済再生の取り組みは正念場を迎えている。政権を担って４年近くたつが、最優先課題に掲げたデフレ脱却は先が見えず、繰り出す政策にも手詰まり感が濃くなりつつある。
　アベノミクスの第１の矢である金融緩和は岐路に立っている。日銀は先週、市場に流すお金の量を重視する従来の手法から、金利の操作へ軸足を移すことを表明した。目標の「年２％の物価上昇」を達成できないまま、方針転換に踏み切った格好だ。
　きのうの所信表明演説で首相は、アベノミクスの成果を誇った。有効求人倍率が全ての都道府県で初めて１倍超となったことや、実質賃金がプラスに転じ、６カ月連続で上昇したことなどである。
　だが、経済が上向いたという実感が広く共有されているとは、残念ながら言い難い。経済再生に向けては、第３の矢である成長戦略を軌道に乗せることが欠かせない。ＩＴ活用による新市場の開拓など具体策をどう実効あるものにしていくか。しっかりと示して議論してほしい。
　加速させるべきは、政権の看板政策「地方創生」も同じだろう。例えば、東京一極集中是正に向けた目玉施策に中央省庁の地方移転があったが、全面的に移るのは文化庁だけになる見通しで、掛け声倒れの感は否めない。
　首相は所信表明で、外国人観光客４千万人受け入れを前提にした地方の空港・港湾施設整備や、農林水産物を海外市場へ売り込むための拠点づくりなどで地方創生を進める考えを示した。政策を総動員し、本腰で地方活性化を後押ししてもらいたい。
　注目されるのは民進党の対応である。蓮舫代表は、政権への反対姿勢が際立った前体制の姿勢を「提案型の野党」へ転換する方針を掲げる。
　今回、第２次補正予算案に関しては「借金頼みの財政出動」と批判し、ＴＰＰに関しては「重要５項目が守られていない」と抗戦の構えを見せている。首相が衆参両院の憲法審査会での議論を呼び掛けた改憲問題への向き合い方も問われよう。政府・与党としっかりと対峙（たいじ）できるか、新体制の力量が試される。 
中國新聞／2016/9/27 10:00

社説　臨時国会／首相の「前のめり」危惧

　例年にも増して「秋の論戦」が持つ意味は大きい。臨時国会がきのう召集され、安倍晋三首相が所信表明演説を行った。
　与党が参院選で勝利し、「改憲勢力」が衆参両院で憲法改正の発議に必要な３分の２以上の議席を占める中、初めて迎えた本格論戦の舞台である。
　首相は国民の信を得たと自信を見せ、憲法改正について「改憲案の提示は国会議員の責任」とまで踏み込んだ上で、与野党に衆参の憲法審査会で議論を深めるように促した。改憲に向けた流れを加速させたい思いが強いのだろう。前のめりになりすぎている感が否めない。
　自民党総裁任期中での改憲に強い意欲を持っているのは間違いない。しかし改憲の必要性を含めて説明はほとんどなく、国民的な議論も深まっている状況にないのは明らかだ。
　自分が思い描く改憲のスケジュールだけで手続きを急ぐことがあってはならない。今国会で憲法審査会での与野党の議論を始めるとしても国民の十分な理解なくしては成り立たない。改憲項目の絞り込みなどはまだまだ早すぎる。あくまで出発点であると肝に銘じてほしい。
　改憲うんぬんの前に与野党で議論を尽くすべき重要案件はめじろ押しといえる。経済対策を盛り込んだ第２次補正予算案や消費税増税の延期法案が提出されたのに加え、地球温暖化対策の「パリ協定」の批准に向けた議案も提出される予定だ。
　その中でも激しい攻防となりそうなのが、先の通常国会で継続審議となった環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の承認案と関連法案である。政府与党は「成長戦略の鍵」と位置付け、早期成立を最優先課題に挙げている。
　しかし大筋合意から１年が経過したのに暮らしに与える影響について説明が尽くされたとは言いがたい。特に農業従事者の疑問は解消されていない。
　農業分野の関税では、国会決議で「聖域」としたコメなどの重要５項目を含め、日本の大幅な譲歩が明らかになった。にもかかわらず政府は情報開示に後ろ向きで、交渉経過については口を閉ざす。加えてＴＰＰ発効に伴う経済効果や影響試算の妥当性については疑問点が残ったままだ。これでは法案成立以前の段階であろう。
　農家の懸念が現実となるような問題も浮上した。国が管理する輸入米入札で不透明な取引が行われ、入札価格より大幅に安い価格で販売された可能性が出てきたからだ。コメでは米国やオーストラリア向けに新たな輸入枠が設けられるが、国産米価格への影響を「ゼロ」と試算してきた。不透明な取引が事実なら試算の前提が崩れ、政府の説明の信頼性が揺らぎかねない。
　大詰めを迎えた米大統領選で、クリントン、トランプ両候補とも否定的な姿勢を示している。日本だけ先行して今国会の承認にこだわる必要はない。強引な採決などもってのほかだ。
　同じことは他の議案についてもいえる。政府与党に丁寧かつ慎重な国会運営を求める。
　野党の真価も問われる。とりわけ第１党の民進党は代表に蓮舫氏、幹事長には党内の異論を押し切って野田佳彦前首相が就いたばかりだ。「批判から提案へ」とうたうが、どこまで国会論戦で存在感を示すことができるか。早速、試金石となる。

論説　所信表明演説　政策検証の論戦に期待
山陰中央新報16年9月27日
臨時国会が召集され、安倍晋三首相は所信表明演説で、７月の参院選勝利で国民の信任を得たと強調、経済対策のキーワードは「未来への投資」だとし、鍵を握る「働き方改革」に取り組む姿勢をアピールした。この二つは参院選の後に「看板」に浮上したものだ。
　首相は臨時国会を「アベノミクス加速国会」と位置付け、２０１６年度第２次補正予算案など事業規模で２８兆円を超える経済対策で内需を下支えすると強調した。
　しかし第２次安倍政権の発足から約３年９カ月、アベノミクスはいまだに「道半ば」だと言う。低所得者への１万５千円の給付金や公共事業主体の補正予算が経済対策として効果があるのか。アベノミクスの内実を精査し、新しい看板に惑わされず政策を検証する国会論戦を求めたい。
　憲法改正について首相は「（改憲）案を国民に提示する」のが「国会議員の責任だ」と述べ、与野党を超えて衆参両院の憲法審査会で議論を深めるよう求めた。改憲案の提示に言及したのは、「議論し、答えを出していく」と呼び掛けた１月の施政方針演説から踏み込んだものだ。
　参院選の結果、衆参両院で改憲案の発議に必要な議席を改憲に同調する勢力が占めた状況認識に基づくものだろう。だが参院選の自民党公約は改憲について「国民の合意形成に努める」と記述しただけであり、慎重に議論を進めるべきだ。
　天皇陛下の「生前退位」に関しては先に設置した有識者会議で「国民的な理解の下に議論を深める」と表明した。天皇の地位は「国民の総意」に基づく。総意をどう形成するか。国会でも丁寧に議論したい。
　臨時国会で与野党対決の焦点となるのは環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案だ。首相は演説で「ＴＰＰの早期発効を大きなチャンス」として、農林水産物の輸出増を目指すと述べた。だが米大統領選でクリントン、トランプ両候補がＴＰＰ批准に反対を明言している状況でなぜ承認を急ぐのか。明確な説明が必要だ。
　新たな「看板」を打ち出す際には過去の総括が不可欠だ。政府は９月に成長戦略と構造改革を検討する官民の「未来投資会議」を新設した。従来の「産業競争力会議」などの成果はどうだったのか。働き方改革担当相も８月の内閣改造で新設、１億総活躍担当相が兼務する。これまで政権がアピールしてきた地方創生や１億総活躍が後景に退いた感は否めない。
　具体案も今後のスケジュールを提示したにとどまっている。「働き方改革実行計画」は「年度内に」、同一労働同一賃金の実現に向けた新ガイドラインや農政改革プログラムは「年内を目途に」取りまとめるとしている。これでは臨時国会で議論を深めようがない。
　首相が語らなかったことも重要だ。社会保障の充実策の具体的な道筋は示さず、運用段階に入る安全保障関連法については言及がなかった。
　野党にも注文したい。非正規雇用の待遇改善などは民進党などが取り組んできた課題で、安保関連法も廃止を求める。蓮舫民進党代表は「対案を示して戦っていく」と強調する。選択肢を国民に示す論戦を求めたい。


社説　臨時国会開会  拙速なＴＰＰ承認避けよ  
徳島新聞2016年9月27日
　臨時国会が開会した。夏の参院選で与党が圧勝してから、初めての本格的な論戦の場となる。
　審議されるのは、経済対策を盛り込んだ本年度第２次補正予算案など、私たちの暮らしに身近な重要法案である。
　与党は数の力に頼るのではなく、丁寧な国会運営に努めなければならない。野党も対決姿勢に終始せず、実りある議論を展開してもらいたい。
　最大の焦点は、安倍晋三首相が成長戦略の柱に据え、早期の成立を目指す環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案と関連法案である。
　米大統領選の民主、共和両党候補が共に反対を打ち出す中、日本がいち早く承認することで、来年１月の新大統領就任前に米議会の承認を促す狙いがあるとされる。
　だが、関税を大胆に撤廃するＴＰＰで、安い農林水産物の輸入が増えることに対する生産者の不安は大きい。「聖域」のコメや牛・豚肉など重要５項目でも、米国などに譲歩した事実が判明している。
　交渉の経緯など、情報公開が不十分な点も疑念を深めている。共同通信社が今月行った全国世論調査では、７３・２％が「臨時国会にこだわらず慎重に審議するべきだ」と答えた。
　政府は昨年、ＴＰＰ対策大綱をまとめたが、効果は見通せない。発効に伴う影響の試算も精査が必要だ。
　多くの問題を残したまま、強引に進めることは許されない。拙速を避け、議論を尽くすよう求めたい。
　経済対策の審議も同様である。首相は所信表明演説で「アベノミクスを加速させる」と述べたが、デフレ脱却への道は遠い。そのエンジンをさらに吹かしていいのか。補正予算の中身とともに、厳しいチェックが欠かせない。
　疑問なのは、成立から１年が過ぎた安全保障関連法について、所信表明で一言も触れなかったことだ。
　新たに可能になった「駆け付け警護」の訓練を自衛隊が開始し、政府は、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）派遣部隊に新任務を付与するかどうか、来月にも決める方針である。
　安保法に対する国民の理解は深まっていない。憲法違反だとの指摘もやまない。首相には、野党が提出した廃止法案の審議に応じ、改めて国民に説明する責任がある。
　首相は所信表明の最後に、憲法改正に関して「与野党の立場を超え、憲法審査会で議論を深めていこう」と呼び掛けた。
　参院選の結果、改憲勢力が衆参両院で国会発議に必要な３分の２超になったのを意識したものだろう。話し合うのは結構だが、改憲ありきの議論にしてはいけない。
　野党第１党の民進党は、蓮舫氏が代表に就いて初の国会である。同氏は「批判から提案という形で臨みたい」と述べた。存在感を示すことができるのか。巨大与党に対峙（たいじ）する覚悟と手腕が問われる。
高知新聞2016.09.27 08:00
社説　【所信表明】「国民目線」には程遠く
　臨時国会がきのう召集され、安倍首相が所信表明演説を行った。
　アベノミクスや１億総活躍など看板政策に重点を置き、例によって経済最優先の姿勢を強調した。一方で自らの悲願である憲法改正への強い意欲も前面に打ち出した。
　しかし、「看板」とする経済政策と停滞感を強める景気とのギャップは広がり、改憲を巡る安倍政権の姿勢と国民との温度差も大きい。その距離をどう埋めるのか。説明は具体性を欠き、「国民目線」には程遠いと言わざるを得ない。
　安倍首相は今国会を「アベノミクス加速国会」とする。事業規模で２８兆円を超える経済対策のほか「あらゆる政策を総動員」して「デフレからの脱出速度を引き上げる」と述べた。
　だが「経済の好循環」の実感は依然なく、このままアベノミクスを加速していいのか、国民の疑問は膨らんでいよう。
　国内総生産（ＧＤＰ）は公共投資に支えられる形でこの２四半期はプラス成長を確保したものの、全体の６割を占める個人消費は振るわないままだ。少子高齢化で年金や介護など社会保障に募る不安が原因の一つと指摘される。
　１億総活躍とも密接に関わるが、不安解消の具体策は新味に乏しい。従来然とした公共事業中心の経済対策を推し進める前に、政策の方向性を検証すべきではないか。
　財政健全化との関係も見過ごせない。基礎的財政収支を２０２０年度に黒字化する目標を堅持すると改めて明言したが、経済対策は民間支出を含めるとはいえ、国と地方の追加歳出は７兆円以上になる。財政目標の形骸化が懸念される。
　成長戦略にも位置付ける環太平洋連携協定（ＴＰＰ）では、地方創生とも絡む「農政新時代」をうたう。農産物の輸出拡大を目指す意気込みはよいとして、負の影響には全く触れなかった。この姿勢で農業者の理解を得られるだろうか。
　重要テーマで言葉が足りないのは憲法問題にも共通する。改正案を示すことが「国会議員の責任」とまで踏み込みながら、なぜ改憲が必要なのか、どの部分を変えるのかの説明はない。主権者の国民も議論の深めようがあるまい。
　衆参ともに「改憲勢力」が３分の２を超えた今国会から、休眠状態だった憲法審査会を再始動させるが、改憲ありきの拙速な議論は決して許されない。
　一方で、「違憲立法」の疑いが消えない安全保障関連法には、一言も触れなかった。首相の憲法に対する姿勢が問われよう。新体制となった民進党をはじめ、野党はしっかりと追及する必要がある。
　天皇陛下の生前退位を巡る有識者会議の議論も近く始まる。一代限りで退位を認める特別措置法を含め、法的な検討が本格化する見通しだ。「象徴天皇」として、広く国民の理解が得られる形を丁寧な議論で導き出してほしい。 
社説　臨時国会召集　「未来への橋」は具体論で
西日本新聞2016年09月27日 10時38分 
　秋の臨時国会がきのう召集され、安倍晋三首相が所信表明演説をした。夏の参院選などを通して自民党が衆参両院で単独過半数を確保し「自民１強」が一段と強まってから、初めて迎える本格的論戦の舞台となる。
　言うまでもなく重要な国会である。追加歳出が４兆円以上に及ぶ経済対策の補正予算案、消費税増税を再延期する関連法案、通常国会から継続審議の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案など、日本の将来を方向付ける法案が並ぶ。首相が悲願とする憲法改正問題も衆参の憲法審査会で本格的な審議に入る予定だ。
　「アベノミクス」は地方や中小企業に波及するか。消費税増税先送りで社会保障財源は確保できるか。財政再建は果たせるのか。ＴＰＰ大筋合意の経緯はどうだったのか。国民が知りたいことは山ほどある。国会論戦を通じて、こうした疑問を解きほぐす努力を政府と与野党の双方に求めたい。
　会期中の１０月２３日には衆院福岡６区、東京１０区補欠選挙がある。１１月３０日の会期末から間もない１２月１５日には山口県で首相とプーチン大統領の日ロ首脳会談も予定されている。一連の政治日程の結果次第では来年早々の衆院解散もささやかれている。与野党の対決ムードはいや応なく高まるだろう。
　蓮舫新代表の民進党は新体制で挑む初の国会論戦でもある。政権批判だけに終始せず、建設的な対案の提示も含めて存在感を発揮してもらいたい。
　政府と自民党は１強におごってもらっては困る。「数の力」を振りかざさない丁寧な国会運営と謙虚な姿勢を求めたい。与党の公明党には自民党の「行き過ぎ」を政権内でチェックするブレーキ役を期待したい。
　首相は所信表明で熊本地震にも耐えた国指定重要文化財の通潤橋（つうじゅんきょう）（山都町）を建設した布田（ふた）保之助を例に「未来への橋を架けよう」と訴えた。どんな未来に向けて、どのような橋を架けるのか。抽象論ではなく、重要な政策課題を通して具体論を戦わせてほしい。
社説　所信表明演説

宮崎日日新聞2016年9月27日

◆いつまでが「道半ば」なのか◆
　臨時国会が召集され、安倍晋三首相は所信表明演説で、７月の参院選勝利で国民の信任を得たと強調、経済対策のキーワードは「未来への投資」だとし、鍵を握る「働き方改革」に取り組む姿勢をアピールした。この二つは参院選の後に「看板」に浮上したものだ。
　政策の成果や課題が総括されないまま、新たな看板が打ち出される-。安倍政権で繰り返されているが、看板に惑わされず、これまでの政策の中身をしっかりと検証する国会論戦が求められる。
改憲へ一歩踏み込む
　首相は臨時国会を「アベノミクス加速国会」と位置付けた。
　しかし第２次安倍政権の発足から約３年９カ月たつというのに、アベノミクスはいまだに「道半ば」だと言う。低所得者への１万５千円の給付金や公共事業主体の補正予算が経済対策として効果があるのか。そもそも「アベノミクス」は地方にも効果が及んだのか、この路線のまま進めていいのか、まずは内実を精査すべきだろう。
　憲法改正について首相は「（改憲）案を国民に提示する」のが「国会議員の責任だ」と述べ、与野党を超えて衆参両院の憲法審査会で議論を深めるよう求めた。「議論し、答えを出していく」と呼び掛けた１月の施政方針演説から踏み込んだものだ。
　改憲に同調する勢力が、衆参両院で改憲案の発議に必要な議席を占めた状況認識に基づくものだろう。だが参院選の自民党公約は改憲について「国民の合意形成に努める」と記述しただけではないか。慎重に議論を進めるべきだ。
　天皇陛下の「生前退位」に関しては有識者会議で「国民的な理解の下に議論を深める」と表明した。天皇の地位は「国民の総意」に基づく。総意をどう形成するか。国会でも丁寧に議論したい。
ＴＰＰの情報開示を
　臨時国会で与野党対決の焦点となるのは環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案だ。首相は「ＴＰＰの早期発効を大きなチャンス」として農林水産物の輸出増を目指すと述べた。米大統領選でクリントン、トランプ両氏がＴＰＰ批准に反対を明言している中、なぜ承認を急ぐのか。明確な説明が必要だ。
　本県には、大筋合意以降、重要５項目の保護を求めた国会決議との整合性について、疑問の声がある。交渉過程でどんな判断があったのか、情報を開示すべきだ。
　また政府は９月、成長戦略と構造改革を検討する官民の「未来投資会議」を新設したが、従来の「産業競争力会議」などの成果はどうだったのか。働き方改革担当相も８月の内閣改造で新設、１億総活躍担当相が兼務する。政権がアピールしてきた「地方創生」や「１億総活躍」が退いた感は否めない。
　所信表明で首相は社会保障の充実策の具体的な道筋を示さず、運用段階に入る安全保障関連法については言及がなかった。野党には鋭い追及と対案で、選択肢を国民に示す論戦を求めたい。 

論説　臨時国会開幕　アベノミクス路線の検証を
佐賀新聞2016年09月27日 05時00分 
　臨時国会が始まった。所信表明演説で安倍晋三首相は「アベノミクス推進国会」と位置付け、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の早期発効を急ぐ姿勢を強調した。
　７月の参院選を経て、国会の構図も新しくなった。自民・公明がさらに議席を積み増し、衆参両院ともに圧倒的な多数を占める。一方の野党は民進・共産などによる野党共闘で対抗。蓮舫氏がトップに就任した民進党は、党勢回復につなげられるかの試金石となる。
　きょう２７日からは代表質問が始まるが、中でもＴＰＰは大きなテーマになる。安倍首相は日本が先んじて批准することで、いまだに反対論が根強い米国を後押ししたい考えのようだが、果たして思惑通りに進むだろうか。
　ＴＰＰを主導してきたオバマ大統領は退任が近づき、すでに政治的なレームダック（死に体）を迎えつつある。米国議会は反対論が根強く、オバマ氏が残された任期で批准にこぎつけるかは疑問だ。しかも、オバマ後を担う大統領候補は、クリントン氏もトランプ氏も反対を鮮明にしており、今後、容認に転じるとは考えにくい。
　そもそも、日本国内においても、国民的な支持を得たとは言えないだろう。あまりにも情報が小出しで、国内農業への影響をはじめ、ＴＰＰがもたらす未来像がはっきりとは示されていないのが原因だ。
　不確定要素が多いＴＰＰに注力するのではなく、ほかに優先すべきテーマがあるのではないか。安倍首相は「アベノミクスを一層加速し、デフレからの脱出速度を最大限まで引き上げていく」と述べたが、このまま突き進んでしまって大丈夫だろうか。
　この間、日本経済は相当な無理を重ねてきた。日本銀行はマイナス金利に突き進み、保有する国債は４００兆円に迫る。株価を下支えしてきた年金積立金管理運用独立行政法人（ＧＰＩＦ）に至っては、株式の運用割合を倍増させ累計１兆円超の赤字に転じ、私たち国民の年金まで危うくしている。
　ここはいったん立ち止まって、アベノミクス路線を根本的に検証すべきではないか。
　今国会からは、憲法改正論議も動き出す。衆参両院で、改憲勢力が発議に必要な３分の２議席を獲得し、憲法改正がいよいよ現実味を帯びてきた。安倍首相は「憲法はどうあるべきか。その案を国民に提示するのは私たち国会議員の責任だ」として、憲法審査会で議論を深めようと呼びかけた。
　焦点は憲法９条の在り方だろう。安倍政権は一昨年、歴代内閣が「９条違反で行使できない」としてきた集団的自衛権を認めさせるため、内閣法制局長官を交代させて“解釈改憲”で乗り切った経緯がある。
　安保法制成立を受けて、南スーダンでのＰＫО活動の任務に「駆け付け警護」を加えようとしているが、現地は内戦状態に逆戻りしており、ＰＫО派遣５原則の「停戦合意」さえ崩れている。実績作りのために、これ以上、自衛隊を危険にさらしてはならない。
　１年前の安保法制成立を振り返ると、強行採決で議事録さえも残せないほどの混乱ぶりだった。さらに力を増した政府・与党には、数にまかせた国会運営は許されないと、くぎを刺しておきたい。（古賀史生）
社説　安倍首相所信表明　基地負担軽減はまやかしだ

琉球新報2016年9月27日 06:02 
　負担を掛けている側が負担軽減を真剣に考えるならば、地元の意見を十分聞き、その実現に力を尽くすことが本来の在り方である。
　地元が負担だと拒んでいることを「負担軽減」策として問答無用で押し付けることは、一般社会では通用しない。ところが、国政ではそれがまかり通っている。
　安倍晋三首相は所信表明演説で、北部訓練場の一部４千ヘクタールの返還について「沖縄県内の米軍施設の約２割、本土復帰後、最大の返還である。０・９６ヘクタールのヘリパッドを既存の訓練場内に移設することで、その実現が可能となる」と述べた。
　これが沖縄の「基地負担軽減」になるというのだ。短絡的過ぎる。
　東村高江では集落を囲むヘリパッド六つのうち、既に二つが完成した。このため、米軍の訓練で騒音が夜間も激化し、睡眠不足になった児童が学校を欠席する事態を招いた。さらに四つのヘリパッドを新設し、騒音にさらすのである。
　これが首相の言う「負担軽減」である。高江の状況を見れば移設条件付き返還の「負担軽減」は、まやかしであることは明らかだ。
　返還されるのは、米軍が「使用不可能」としている場所である。返還は「負担軽減」を目指したものではないということだ。だが、首相は面積の広さを殊更強調し、ヘリパッド新設を伴う一部返還を「負担軽減」と強弁した。国民の誤解を招くことを危惧する。
　首相は「もはや先送りは許されない。一つ一つ、確実に結果を出すことによって、沖縄の未来を切り開いていく」とも述べた。
　高江住民に「沖縄の未来」のため、米軍訓練の騒音を受け入れるべきだと言うに等しい。そもそも首相が示す「沖縄の未来」の「沖縄」に高江住民、そして県民が入っているとは思えない。
　首相は改憲については「決めるのは政府ではなく、国民」とした。在沖米軍基地についても、国民である県民の声を重く受け止めて対応すべきだ。
　首相は所信表明演説で、名護市辺野古への新基地建設には触れなかった。翁長雄志知事による辺野古の埋め立て承認取り消しを巡る不作為の違法確認訴訟で、国側が一審勝訴したことから、解決済みだと考えているならば間違いだ。
　知事をはじめ、県民は「沖縄の未来」を切り開くため、ヘリパッドや新基地建設拒否の姿勢を今後も貫く必要がある。
社説　［所信表明演説］国のかたち問う国会に

沖縄タイムス2016年9月27日 05:00

　臨時国会が２６日、召集された。安倍晋三首相は衆参各院の本会議で所信表明演説を行い、アベノミクスを加速させ、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の早期発効をめざす考えを明らかにした。

　安倍首相は演説で「未来」という言葉を随所にちりばめ、看板政策をアピールした。だが、２％の物価目標は達成できておらず、デフレ脱却には依然として遠い。

　大量のお金が市中に出回っているはずだが、その金は消費に回っていない。経済の好循環が実現できていないのは、社会保障の将来像が示されていないため、個人も企業も将来不安から消費を控えているからではないか。

　安倍首相が強調する「未来」は、誰にとっての「未来」なのだろうか。そのことが問われるべきだ。

　「税と社会保障の一体改革」は、安倍首相の２度にわたる消費増税先送りによって事実上、破綻した。社会保障の将来像をきちんと国民に示し、議論を促す必要がある。

　社会保障制度改革は先延ばしできない。

　ＴＰＰの行方も混沌としてきた。１１月に行われる米大統領選に出馬する民主党のヒラリー・クリントン氏も共和党のドナルド・トランプ氏も、ＴＰＰへの反対姿勢を強めている。ＴＰＰに関しては、外交交渉を理由に多くの情報が開示されておらず、国民の疑問は解消されていない。

　情報開示がなければまっとうな議論はできない。結論ありきで審議を急ぐのではなく、国民の疑問に答える丁寧な論戦を求めたい。

■　　　　■

　安倍首相は、北部訓練場の一部返還に伴うヘリパッド移設について「県内の米軍施設の約２割、本土復帰後、最大の返還」だと述べ、「もはや先送りは許されない」と強調した。

　首相はヘリパッド移設工事が、地域住民にとって、大きな負担増となる現実を見ていない。高江の集落を取り囲むように建設される６カ所のヘリパッドは米軍にとっては極めて都合のいい移設計画だ。

　不要な土地を返還する代わりに、利用可能な訓練場を新たに開発し、米軍に提供する、という機能強化の構想なのである。

　６カ所のヘリパッド移設だけでなく、高江に近い水域と土地も追加提供される。上陸用舟艇を利用した新たな訓練も実施されるはずだ。

　名護市辺野古の新基地もそうである。普天間飛行場にはない機能を付与することによって「基地の高度化」と「半永久使用」の道を開いた。

■　　　　■

　天皇陛下の生前退位や憲法改正は、国の形を大きく左右する戦後最大の問題だといっていい。それが同時に、国民に突きつけられている。

　安倍首相は「有識者会議で国民的な理解の下に議論を深めていく」と述べ、公務の在り方について検討を始めていくことを明らかにした。

　現行憲法で天皇陛下は「日本国民統合の象徴」と位置づけられている。陛下は象徴とは何かを自らに問い続け、象徴像を打ち立てた。それにどう答えるか、が主権者である国民に求められている。

社説　新・共謀罪　危うい本質は同じだ

東京新聞2016年9月26日

 　またも「共謀罪」をつくろうと政府は動いている。東京五輪・パラリンピックに向けての「テロ対策等」と看板を掛け替えるが、危うい本質は同じだ。本当に新設が必要なのか、根本から疑う。

　犯罪が起きて、犯人を逮捕できる。つまり日本の刑法は行為を罰する。それが原則である。もちろん殺人未遂罪など未遂で処罰できる法律もある。共謀や陰謀、予備という未遂前の段階で処罰できる法律も数々ある。

　国家転覆を狙う内乱陰謀罪。外国と通じて武力行使を招く外患誘致陰謀罪。爆弾を仕掛けようと企てた段階で処罰できる爆発物使用共謀罪…。だが、あくまで原則は、法を犯す意思だけでは罪に問わない。それが根本である。

　共謀罪は正反対である。相談し、合意した段階で成立する。これを六百以上もの犯罪を対象にするから、まるで原則と例外が逆転する現象が起きる。窃盗や詐欺なども含まれる。社会全体を投網にかけるようなものだ。

　行為を罰する原則から、合意という「心の中」を処罰する。それに対する抵抗感は強かった。反権力の結社やデモなどで適用されないか－。人権侵害や市民監視の恐れはないか－。さまざまな反対論が沸き起こり、過去三回、廃案になった経緯がある。

　政府は共謀罪の名前を「テロ等組織犯罪準備罪」に改めるという。同時に共謀だけでは罪としないで、資金集めなどの「準備行為」の段階で罪が成立となる。

　だが、六百以上の犯罪が対象なのは変わりがない。準備行為であっても、捜査当局による拡大解釈などは十分ありうる。原則と例外の逆転関係は同じなのだ。

　もともと国連が二〇〇〇年に採択した国際組織犯罪防止条約が発端である。条約批准のため国内法が求められた。ただし国と国とをまたぐマネーロンダリング（資金洗浄）や人身売買などが念頭にある。テロ対策が主眼ではない。

　それに本当に国内法は整っていないのか。政府は新設を求めるが、日弁連は「共謀罪がなくても条約批准は可能だ」と反論する。日本には重大犯罪に対処する国内法は整っていると考えるからだ。テロ対策の法律も備わっている。

　つまり出発点から議論が食い違う。秋の臨時国会では提案が見送られるが、そんな状態で政府が進めてはならない。もしテロへの不安に便乗する発想があるのなら、なおさら許されない。

社説　核実験自制決議　禁止条約の実現こそ

東京新聞2016年9月26日

 　国連安全保障理事会は加盟国に核実験の自制を求める決議を採択した。核保有の五カ国が実験凍結を続けると確認したことに意義がある。だが、決議は拘束力が弱く、軍縮が進むかどうか不透明だ。

　北朝鮮はこの十年間で五回の爆発を伴う核実験をしているが、核を持つ他国では一九九八年のインドとパキスタンを最後に実験をしていない。安保理決議で一時停止の継続を再確認した。

　決議は北朝鮮を直接名指ししなかったが、国際的な合意を無視していると、強くけん制する狙いがあった。特に、北朝鮮と友好関係を持つが、核実験には手を焼く中国とロシアが賛成に回ったのは成果と言えよう。

　草案を作成したオバマ米政権は「核なき世界」を提唱した総仕上げとして、強い拘束力を持たせようとした。しかし、中ロ両国が難色を示し、採択された決議では、違反した場合の制裁は盛り込まれず、各国による核実験監視についても、報告を義務とはせず自主的な判断に委ねた。

　核拡散防止条約（ＮＰＴ）では米ロ英仏中を「核保有国」と認め、五カ国は既に計二千回を超す核実験を実施し、兵器化のデータを蓄積してきた。さらに米ロは、安保理決議の対象外で核爆発を伴わない「臨界前実験」の技術を確立している。

　核保有国にとっては、決議が採択されても技術面では現状維持で済むが、より積極的に軍縮に取り組まないと、核を持たない国々の不信感はぬぐえない。世界の核兵器の９０％以上を持つ米ロが削減交渉を進めることが、何よりも重要になる。

　安保理決議では包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）の早期発効を求めた。地下も含めあらゆる空間での核爆発実験を禁止し、実験の監視や現地査察など検証手段も明文化した条約で、軍縮・不拡散のかぎを握る。だが、米国や中国など発効に不可欠な八カ国が批准せず、ハードルは依然として高い。

　まず米国の次期政権が議会の反対論を説得して、批准を実現させる必要がある。次は中国の対応だ。印パ両国と北朝鮮は署名もしておらず、近い将来軟化する可能性は低いが、米中が動きだせば、ＣＴＢＴ発効への大きな流れができよう。

　日本は安保理非常任理事国として、決議に賛成した。十二月には長崎市で国連と共催で軍縮会議を開く。被爆国として、国際世論をリードする責務が求められる。
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